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第１章 目的と位置づけ 

第１章 目的と位置づけ 

 
１．背景と目的                                    

 

我が国は、本格的な人口減少・高齢化の時代を迎え、高齢者や子育て世代にとって健康で快

適な暮らしを実現することや、財政面において持続可能な都市経営に取り組んでいくことが大

きな課題となっています。 
このような背景のもと、平成 26 年（2014 年）８月に「都市再生特別措置法」が一部改正さ

れ、市町村は、住宅や医療・福祉施設などの都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計

画として、都市計画マスタープランの一部となる立地適正化計画を作成できるようになりまし

た。 
その後、頻発・激甚化する自然災害や社会経済の多様化に対応した安全で魅力的なまちづく

りの推進のため、令和２年（2020 年）９月に一部法改正が行われ、新たに防災に関する機能の

確保に関する指針に関する事項などの記載が追加されました。 
本市においては、JR、阪急、阪神の３つの鉄道路線（23 駅）に加え、それを補完するように

バス路線が整備されており、公共交通を中心とした高密度でコンパクトな都市構造となってお

りますが、今後の人口減少や少子高齢化、頻発・激甚化する自然災害、社会情勢の変化などの

課題に対応したまちづくりが求められております。 

そこで、本市では、今後の人口減少や超高齢社会等の都市の課題を見据え、鉄道駅等の拠点

を中心に一定の人口密度を維持し、市民生活に必要な生活サービス施設や交通ネットワークを

維持するとともに、安全で魅力的なまちづくりを推進するなど、誰もが暮らしやすいコンパク

トな都市構造の維持や持続可能な都市経営を図るため、令和元年（2019 年）7 月に策定した「西

宮市立地適正化計画」を見直します。 
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第１章 目的と位置づけ 

 
２．立地適正化計画の位置づけ                           

 
「西宮市立地適正化計画」は、「第５次西宮市総合計画」と「阪神地域都市計画区域マスター

プラン」に即して定めた「西宮市都市計画マスタープラン」の一部として、誘導すべき都市機

能や関連事業等と連携・整合を図りながら策定します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次西宮市総合計画 
阪神地域都市計画区域 

マスタープラン 
（兵庫県決定） 

 ＜医療・福祉＞ 

〇西宮市地域福祉計画 

〇西宮市障害福祉推進計画 

〇西宮市高齢福祉計画 

〇西宮市介護保険事業計画 

〇西宮市保健医療計画 

など 

＜商業＞ 

〇西宮市産業振興計画 

＜行政施設＞ 

〇西宮市公共施設等総合管理計画 

＜道路・交通等＞ 

〇西宮市都市交通計画 

 

西宮市都市計画マスタープラン 
 

▷ 都市空間形成の方針 

 

▷ 都市づくりの 

   目指すべき方向性 

 

▷ 都市づくりの基本構想 

  

西宮市立地適正化計画 

▷ 居住誘導     

▷ 都市機能誘導   

▷ 交通ネットワーク 

▷ 防災指針  

関連計画 

立地適正化計画の位置づけ 

即す 

即す 

連携 

＜環境＞ 

〇西宮市環境基本計画 

〇第二次西宮市地球温暖化対策実行計画 

＜防災＞ 

〇西宮市国土強靭化地域計画 

〇西宮市地域防災計画 

＜農業＞ 

〇西宮市農業振興計画 

即す 
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第１章 目的と位置づけ 

 

 

３．計画の目標年次と範囲                             

 
計画の目標年次は、都市計画運用指針に基づき、おおむね 20 年後の都市の姿を展望し、令和

22 年（2040 年）とします。また、計画の区域については、都市再生特別措置法第 81条第１項

に基づき、都市計画区域（市全域）を対象とします。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

４．計画とＳＤＧｓの関係                              
 

平成 27 年の「国連持続可能な開発サミット」において、「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」とその 17 の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が採択されました。ＳＤＧｓ

（Sustainable Development Goals）では、経済・社会・環境の３つの側面のバランスがとれた

持続可能な開発に際して、複数目標の統合的な解決を図ることが掲げられています。  

本計画においては、特に以下に掲げるＳＤＧｓの３つの目標達成に寄与することが期待され

ています。 

 
 

 
 
 
 
 

目 標 年 次 令和 22 年（2040 年） 

計 画 区 域 都市計画区域（市全域） 

西宮市立地適正化計画とＳＤＧｓの関係 
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第２章 西宮市の現状と課題 

第２章 西宮市の現状と課題 

 

１．社会情勢の変化                                   

 

令和元年（2019 年）7 月に西宮市立地適正化計画が策定されて以降、人口減少、少子高

齢化の進行、災害の頻発・激甚化に加え、新型コロナ危機を経て生じた社会情勢の変化へ

の対応など、新たな都市づくりの課題への対応が求められています。 

本計画の見直しにあたって留意すべき、新たな都市づくりの視点は以下のとおりです。 

 

新たな都市づくりの視点 

◇持続可能な都市づくり 
〇人口減少、少子高齢化の進行により、持続可能な都市経営が課題となっており、国に

おいては、立地適正化計画の推進など、コンパクト・プラス・ネットワークの取り組

みを引き続き推進しています。また、近年では、ＳＤＧｓの達成やゼロカーボンシテ

ィの実現の観点からも、これらの取組の重要性が高まっています。 

〇老朽化した都市施設の対策が社会問題化していることから、令和２年（2020 年）に都

市再生特別措置法等が改正され、老朽化した都市計画施設の計画的な改修を推進する

ための制度が創設されています。 

 

◇頻発・激甚化する災害へ備える都市づくり 
〇国は「国土強靱化」を掲げて、都市インフラの整備・保全や避難警戒態勢の充実など、

ソフト・ハード両面において防災・減災の取組を進めています。 

〇令和２年（2020 年）には、都市再生特別措置法等が改正され、立地適正化計画におい

て防災指針の記載が追加されるなど、防災と都市づくりの更なる連携に向けた取組が

進められています。 

 

◇新たな時代に対応した都市づくり 
〇国の科学技術基本計画において新たな社会「Society5.0」が提唱され、先進的技術の

活用により、都市や地域の機能やサービスを効率化・高度化し、各種の課題の解決を

図るとともに、快適性や利便性を含めた新たな価値を創出する「スマートシティ」の

取組が推進されています。 

〇令和２年（2020 年）、国土交通省から「新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方

向性」が発表されました。人や機能等を集積させる都市そのものの重要性に変わりは

ないものの、国際競争力強化やウォーカブルなまちづくり、コンパクトシティなどの

推進は引き続き重要としつつ、オープンスペースの今後のあり方などの方向性が示さ

れ、「新たな日常」に対応した都市空間の有効活用が求められるものとなっています。 
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２．都市の現状                              

 

（１）位置と地勢 

 
本市は、兵庫県の南東部、大阪湾北部沿岸にあり、阪神地域の中心部に位置し、東は武

庫川・仁川を境に尼崎市、伊丹市、宝塚市に、西は芦屋市に、北は神戸市にそれぞれ接し

ています。 

市域の総面積は 100.18km2 で、南北に長く（南北 19.2km、東西 14.2km）、北部の山地部

と南部の平野部に分かれ、その中央部を東六甲山系の山地が東西に横断しています。 

この東六甲山系の一部は瀬戸内海国立公園（六甲地域）に含まれ、そこから市北部の北

摂山系に広がる山地や、桜の名所である夙川、阪神間に残された貴重な自然海浜である御

前浜、甲子園浜など豊かな自然環境を有しており、海抜約０m から 900m に及ぶ起伏に富

んだ地形となっています。 

  

地勢図 

東六甲山系 
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第２章 西宮市の現状と課題 

（２）人口 
 

①人口の推移 

平成９年（1997 年）から平成 20 年（2008 年）までは平均的に約 2.0％の人口増が続い

ていましたが、平成 21年（2009 年）以降は、人口の増加率が鈍化し、平成 28年（2016 年）

の 48.9 万人をピークに、減少に転じています。 

近年は、転入者が上回っている社会増の傾向にあるものの、それを上回る自然減となっ

ており、総人口としては、減少しています。 

地域別には、南部地域が約 44.3 万人、北部地域が約 4.3万人と人口の約９割が南部地域

に集中しています。 

 

 
 

 

 

  

地域別の人口の推移 

人口の自然増減・社会増減の推移 

資料：西宮市住民基本台帳 

※（ ）は前年からの伸び / 数値は千の位を四捨五入しているため、総数と内訳は必ずしも一致しない 

1,087 1,1941,7291,8211,9881,885 2,1001,7851,7271,415 1,6441,7251,5111,278 1,124 921 900 633 605 562 604 159 

(23)
(351) (525)

(1,075)(1,359)

1,200

6,178

8,1638,042

4,282

5,554

2,9882,790
2,246

4,2124,319

2,467

743 547 387 135 
639 282 344 

875 
292 

(722)(13)
(481)

372 265 
761 

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000 （人）

自然増減：出生者数から死亡者数を差し引いたもの 

社会増減：転入者数から転出者数を差し引いたもの 

 

平均的に 2.0%程度の伸
やや減

資料：国勢調査（平成 12 年、17 年、22 年、27 年、令和２年）、推計人口（その他の年次） 
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②将来人口推計 

平成 27 年（2015 年）国勢調査による人口を基準人口とした社人研の人口推計（平成 30

年３月）では、今後も人口減少が続く見通しとなっており、令和 22 年（2040 年）の人口

は、453,695 人と推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③年齢３区分の将来推計 

平成 27 年（2015 年）の国勢調査において、年少人口（14 歳以下）の割合が減少し、高

齢者人口（65 歳以上）の割合が増加するなど、少子高齢化の傾向が徐々に表れ始めていま

す。 

令和 22 年（2040 年）には、少子高齢化がさらに進行し、本市における高齢化率は

36.5％と予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年齢３区分人口割合 

西宮市の人口展望 

資料：平成 22 年、27 年、令和 2 年は国勢調査（年齢不詳除く） 

令和 7 年から令和 22 年は国立社会保障・人口問題研究所 

の将来推計人口（平成 30 年３月推計）に基づく 

資料：平成 22 年、27 年、令和 2 年は国勢調査 

令和 7 年から令和 22 年は国立社会保障・人口問題研究所 

の将来推計人口（平成 30 年３月推計）に基づく 

483,712 

475,523 

465,333 

453,695 

482,641 
487,850 485,587 

400,000

410,000

420,000

430,000

440,000

450,000

460,000

470,000

480,000

490,000

500,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

国立社会保障・人口問題研究所 推計 国勢調査実績値

（人）

10.6 

10.7 

11.1 

11.7 

13.7 

14.1 

15.1 

52.9 

56.6 

59.4 

61.0 

61.9 

62.6 

65.5 

36.5 

32.7 

29.5 

27.3 

24.4 

23.3 

19.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和22年

令和17年

令和12年

令和7年

令和2年

平成27年

平成22年

～１４歳 １５～６４歳 ６５歳～
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（３）市街化区域・人口集中地区 

 

①市街化区域の変遷 

・本市では、都市計画法に基づき、無秩序な市街化を防止し、良好な都市形成を行うため

に、優先的かつ計画的に市街化すべき区域（市街化区域）と、当面市街化を抑制すべき

区域（市街化調整区域）に市域を区分しています。 

・近年は、区域区分（線引き制度）の見直しにより、市街化区域が減少する一方で、市街

化区域内の人口密度は増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②人口集中地区（DID）の変遷 

・人口集中地区は、原則として人口密度が１㎢当たり 4,000 人以上の基本単位区等が市区

町村の境域内で互いに隣接して、それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人

以上を有する地区のことです。 

・平成７年（1995 年）以降、人口集中地区の面積、人口密度ともに緩やかに増加しており、

平成 27 年（2015 年）では、面積が減少していますが、令和２年（2020 年）では面積が

増加しています。 
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第２章 西宮市の現状と課題 

③人口集中地区（DID）の区域の変遷 

・市街化区域と市街化調整区域の区域区分（線引き制度）を開始した昭和45年（1970年）

当時から、南部地域においては、既に市街化が進んでおり、大部分が人口集中地区

（DID）となっています。 

・線引き当時から平成 27 年（2015 年）にかけての変化をみると、南部地域については、

臨海部、山ろく部に人口集中地区（DID）が拡大しています。北部地域については、新

たに開発された住宅団地の一部が、人口集中地区（DID）となっています。 
・平成 27年（2015 年）から令和２年（2020 年）にかけては、北部地域の一部で人口集中

地区（DID）が広がっています。 

 

 

 

 

  

DID の変遷（昭和 45 年・平成 27 年・令和２年） 

資料：国勢調査（令和２年） 

 N 

0     1     2km 

凡例 

人口集中地区 
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第２章 西宮市の現状と課題 

（４）土地利用 

 

・北部地域において、昭和 51 年（1976 年）時点では、集落が点在しており、住宅団地の

開発はほとんど行われていませんでしたが、令和４年（2022 年）の土地利用現況図をみ

ると、計画的な住宅団地の造成が行われ、市街化が進行しています。 

・また、南部地域において、昭和 51 年（1976 年）時点では、阪急神戸本線以北にまとま

った面積で田畑が残っていましたが、令和４年（2022 年）の土地利用現況図をみると、

市街化が進み、田畑の面積が減少しています。また、西宮浜や甲子園浜等の埋立地が完

成し、市街地が拡大しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国土数値情報（昭和 51 年） 

土地利用現況図（昭和 51 年）          土地利用現況図（令和４年） 

資料：都市計画基礎調査（令和４年） 

凡例 

令和４年土地利用 

 N  N 

凡例 

昭和 51 年土地利用 

0     1    2km 0     1    2km 
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第２章 西宮市の現状と課題 

（５）交通 

 

①道路 

・市内の広域的な道路は、南部地域で、国道２号・43 号・171 号、名神高速道路、阪神高

速神戸線・湾岸線があり、北部地域で、国道 176 号、中国自動車道、阪神高速北神戸線

があります。 

・南部地域と北部地域をつなぐ道路は、県道大沢西宮線があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国道・県道・自動車専用道路 

資料：西宮市都市交通計画（令和４年５月） 
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第２章 西宮市の現状と課題 

②鉄道 

・市内には、JR 東海道本線・福知山線、阪急神戸本線・今津線・甲陽線、阪神本線・武庫

川線が通っています。また、北部地域の山口地区には鉄道はなく、隣接した神戸市に神

戸電鉄三田線・有馬線が通っています。 

・市内の鉄道23駅のうち、阪急西宮北口駅、阪急夙川駅、阪神西宮駅、阪神甲子園駅では、

平日１日当たりの運行本数は 500 本以上あり、JR 西宮駅、阪神武庫川駅では、400 本以

上となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鉄道路線と鉄道駅の平日１日当たり運行本数（令和元年） 

資料：西宮市都市交通計画（令和４年５月） 
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第２章 西宮市の現状と課題 

③バス 

・バス路線は、鉄道網を補完するように、概ね市域全体で整備されています。 

・南部地域と北部地域を直接連絡する基幹交通として、「さくらやまなみバス」を運行し

ています。 

・運行本数は、鉄道駅に接続する主要バス路線で多くなっていますが、バス停までの距離

がある地域や地形的に高低差の大きい地域など、バスの利用が不便な地域が存在してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：西宮市都市交通計画（令和４年５月） 

 

バス路線とバス停の平日１日当たり運行本数（令和元年） 
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第２章 西宮市の現状と課題 

（６）財政 

 

・歳入の根幹である市税収入は、平成 21 年度（2009 年度）にリーマンショックなどの影

響により大幅に落ち込みましたが、平成 23 年度（2011 年度）からは景気回復などの影

響により、回復基調となっています。 

・歳出のうち公債費は、阪神・淡路大震災からの復旧・復興により増加した市債の返済が

順次終了したことにより減少しました。一方で、扶助費は、障害福祉費や生活保護費な

どの社会保障関係経費が増加傾向にあり、令和３年度（2021 年度）は、平成 20 年度

（2008 年度）に比べると約 2.6 倍もの増加となっています。今後も少子高齢化の進行に

より社会保障関係経費が伸び続けるとともに、公共施設等の老朽化対策による経費の増

大も見込まれます。 

・令和２年（2020 年度）、令和３年（2021 年度）は新型コロナウィルス感染症拡大の影響

により、歳入では国庫支出金が、歳出ではその他が増加しています。 
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第２章 西宮市の現状と課題 

（７）公共施設 

 

①建築系公共施設の現状 

・本市では建築系公共施設の 37.7％を住宅施設、34.6％を学校施設が占めています。住宅

施設が多くなっていますが、阪神・淡路大震災により、多くの震災復興住宅を整備した

ことが要因となっています。 

・建築後 30 年以上が経過した施設が全体の約 58.6％を占めており、今後これらの施設の

老朽化による修繕や更新にかかる費用が課題となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設区分別延床面積構成比（令和３年３月 31 日時点） 

建築年度別・施設区分別延床面積（令和３年３月 31 日時点） 

資料：西宮市公共施設等総合管理計画（令和５年３月改訂） 

資料：西宮市公共施設等総合管理計画（令和５年３月改訂） 
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第２章 西宮市の現状と課題 

②更新等費用の見通し 

・公共施設等全体の更新等費用は、今後 50 年間で約１兆 2,676 億円と見込まれ、平均す

ると年間約 254 億円となっています。 

・阪神・淡路大震災後に整備された施設の更新時期の到来により、40 年後以降においても

更新等費用が大きくなる傾向が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

更新等費用の推計（公共施設等全体） 

更新等費用の推計（建築系公共施設） 

資料：西宮市公共施設等総合管理計画（令和５年３月改訂） 

資料：西宮市公共施設等総合管理計画（令和５年３月改訂） 
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第２章 西宮市の現状と課題 

（８）災害ハザード 

 

①災害ハザード情報 

本市において想定される災害リスクの検討に際し、以下の洪水、高潮、津波、土砂災害、

盛土に関する災害ハザード情報の収集、整理を行います。 

 

想定される災害ハザード情報一覧 

分類 災害ハザード情報 根拠法等 

洪水 

洪水浸水想定区域（計画規模降雨※１） 

水防法 

水防法施行規則 

洪水浸水想定区域

図作成マニュアル

（第４版） 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨※２） 

浸水継続時間（想定最大規模降雨※２） 

家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流） 

家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食） 

高潮 
高潮浸水想定区域（想定最大規模※３） 

高潮浸水継続時間（想定最大規模※３） 

津波 津波浸水想定区域 
津波防災インフラ

整備計画 

土砂災害 

土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区域 

土砂災害警戒区域

等における土砂災

害防止対策の推進

に関する法律 

急傾斜地崩壊危険区域 

急傾斜地の崩壊に

よる災害の防止に

関する法律 

地すべり防止区域 地すべり等防止法 

盛土 大規模盛土造成地 

宅地造成等規制法

に基づく大規模盛

土造成地の滑動崩

壊対策推進ガイド

ラインによる調査 

※用語：「水害ハザードマップ作成の手引き」（令和５年５月国土交通省水管理・国土保全局 河川環境

課水防企画室）より 

・洪水浸水想定区域：想定し得る最大規模の降雨により河川において氾濫した場合に浸水が想定される区

域（水防法第 14 条に規定） 

・高潮浸水想定区域：想定し得る最大規模の高潮により海岸において氾濫が発生した場合に浸水が想定さ

れる区域（水防法第 14 条の３に規定） 

・津波浸水想定区域：国の南海トラフ巨大地震による津波想定により、想定される浸水の区域及び水深 

 

※１ 計 画 規 模 降 雨：計画規模の降雨で河川整備の目標としている降雨年超過確率 1/100 程度の降雨

量 

※２ 想定最大規模降雨：想定し得る最大規模の降雨年超過確率 1/1000 程度の降雨量（浸水想定区域、

浸水継続時間、家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食）/兵庫県） 

※３ 想 定 最 大 規 模：中心気圧が 910ha、移動速度が 73km/h となる 500～4000 年の確率で発生する規

模の台風 
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第２章 西宮市の現状と課題 

②災害リスクの概要 

本市の災害リスクの概要は以下のとおりです。 

 

○洪水浸水想定 

（計画規模 1/100 年超過確率）における浸水深 

２階への垂直避難可能なものの床上浸水や１階部分の水没のおそれのある３m 未満の区

域が JR 西宮駅付近まで想定されています。 

※夙川、新川、堀切川は計画規模の浸水想定はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

N 

0    1   2km 

洪水浸水想定（計画規模降雨） 

資料：国土数値情報（令和２年度） 

凡例 

洪水浸水想定区域（計画規模） 

・床上浸水や１階部分の水没のおそれのある浸

水深３m 未満の区域が JR 西宮駅付近まで想定

（２階への垂直避難は可能） 
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第２章 西宮市の現状と課題 

○洪水浸水想定 

（想定最大規模 1/1,000 年超過確率）における浸水深 

洪水による浸水想定区域は、南部地域の広範囲に自動車の通行などが懸念される最大浸

水深 0.5m 以上の区域が想定されています。 

また、３階建の建物であっても垂直避難が困難となる最大浸水深５m以上 10m 未満の区

域は、武庫川や有馬川沿いに多く想定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N 

※武庫川、有馬川、夙川、東川などの二級河川の洪水浸水想定区域図を表示しています。 

資料：洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 

洪水浸水想定（想定最大規模） 

・２階床面が浸水する３m以上

の区域が武庫川沿いに想定 

・大人の膝までつかる50cm程度の区域が

市域西側付近まで拡大 

0    1   2km 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模） 
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第２章 西宮市の現状と課題 

○浸水継続時間（想定最大規模 1/1,000 年超過確率） 

洪水による浸水継続時間は、１日～３日未満となる地域が主に南部地域の鳴尾地区に広

がっていますが、特に災害リスクが高いとされる３日以上の長期にわたり孤立する区域は

想定されていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

浸水継続時間（想定最大規模） 

資料：洪水浸水想定区域図（浸水継続時間） 

 N 

0      1     2km 

凡例 

浸水継続時間 



 

23 
  

第２章 西宮市の現状と課題 

資料：市資料 

 
N 

0      1     2km 

○高潮浸水想定区域（想定最大規模（1/500 年～1/4,000 年程度の確率年評価）） 

高潮による浸水想定区域は、垂直避難が困難な最大浸水深３ｍ以上の区域が、南部地域

の沿岸部に広く想定されており、水平避難による対策が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高潮浸水継続時間（想定最大規模（1/500 年～1/4,000 年程度の確率年評価）） 

高潮による浸水継続時間は、12時間未満の浸水継続時間が広い範囲で想定されており、

地盤高が低い地域等では１週間以上の浸水継続時間も想定されています。 

  

資料：国土数値情報（令和２年度） 

高潮浸水想定区域（想定最大規模） 

 
N 

0      1     2km 

高潮浸水継続時間（想定最大規模） 

高潮浸水想定区域 

凡例 

高潮浸水継続時間(浸水深0.5m以上) 

凡例 
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第２章 西宮市の現状と課題 

○津波浸水想定における浸水深 

津波による浸水想定区域は、比較的建物流出率の増加率が高くなる最大浸水深２ｍ以上

の区域が、南部地域の沿岸部の一部に存在します。 

兵庫県では「津波防災インフラ整備計画（令和２年（2020 年）７月版）」を策定し、沿

岸部の特性に応じた効果的かつ効率的な津波対策を計画的に推進しており、令和５年度に

おける津波対策後の浸水想定区域の縮減効果は 81%としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：兵庫県オープンデータ（平成 27 年３月末） 

津波浸水想定区域（南海トラフ巨大地震） 

津波対策後の浸水想定区域の縮減効果 

① 防潮堤より内陸側の浸水面積は大幅に縮減（1,849ha→217ha) 

② 人家部の浸水深は避難行動がとれる 30cm 未満に低減 

資料：津波防災インフラ整備計画（令和２年（2020 年）７月版 兵庫県） 

 
N 

0      1     2km 

津波浸水想定区域 

凡例 

対策前 

(条件)・門扉は開放 
   ・防潮堤等は津波が越流した場合に破堤 

浸水面積(全体) 1,971 ㏊ 
(うち堤内地)  1,849 ㏊ 

浸水面積(全体) 345 ㏊ 
(うち堤内地)  217 ㏊ 

対策後 

(条件)・門扉は閉鎖 
   ・津波対策は全て完了 
   ・防潮堤等は津波が越流しても破堤しない 
   ・沈下量の詳細検討結果等を反映 

浸水面積(全体) 345 ㏊ 
(うち堤内地)  217 ㏊ 

津波対策前後の浸水想定区域 
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第２章 西宮市の現状と課題 

○土砂災害 

土砂災害特別警戒区域（土砂、急傾斜地）及び土砂災害警戒区域（土砂、急傾斜地、地

すべり）が、阪急電鉄以北に集中しています。 

また、地すべり防止区域が塩瀬地区や甲東地区などに点在し、急傾斜地崩壊危険区域が、

山口地区や本庁北西、本庁北東地区などに点在しています。 

兵庫県では、令和４年度から地形改変などによる区域の見直しを行うとともに、対策工

事が完了した箇所の土砂災害特別警戒区域の解除に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：土砂災害ハザードマップ（土砂災害（特別）警戒区域図） 

   令和２年 国勢調査 100m メッシュ人口 

土砂災害 

凡例 

土砂災害警戒区域等 

 N 

0      1     2km 
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第２章 西宮市の現状と課題 

○大規模盛土造成地 

谷埋め盛土が、北部地域の住宅地や流通産業地、塩瀬地区名塩川左右岸の住宅地に存在

し、南部地域では、JR以北の本庁北西、本中央以東、甲東の各地区の住宅地等に存在しま

す。また、南部地域の甲山森林公園山裾部の仁川沿いの一部に腹付け盛土が存在します

が、谷埋め盛土も含めて市内全ての箇所で調査が完了し、対策が必要な箇所については、

対策工事が完了しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：大規模盛土造成地マップ 

   令和２年 都市計画基礎調査 

大規模盛土造成地 

凡例 

盛土 

 
N 

0      1      2km 
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第２章 西宮市の現状と課題 

（９）都市構造 

・都市モニタリングシート※１における本市の評価は、概ね三大都市圏に属する自治体の平

均値と同等かそれ以上であり、特に生活利便が比較的高くなっています。 

・生活利便の指標である「９．保育所の徒歩圏人口カバー率（０～４歳）[％]」は、保育

園のみを示した値のため、やや低い値になりますが、西宮市では保育所以外の子育て支

援施設も多く立地しており、幼稚園や認定こども園を含めた人口カバー率はほぼ100％

となっています。（P36参照） 

・西宮市と近隣５市を比較すると、各指標の評価値は概ね同様の傾向を示していますが、

特に産業・経済の指標の「２.地価平均（住宅地）[円/㎡]」が比較的高くなっています。 

 

  

※１ 都市モニタリングシートとは、都市のおかれている状況を客観的に把握するための例示資料として、都市計画に関

する種々の現況を把握した「都市計画現況調査」の結果のほか、各種基幹統計等に収納されている都市に関する多

様なデータを一元的にまとめ、「全体表」と「個表」（市町村毎）に国土交通省において整理したもの。 

※２ 数値が低ければ低いほど評価（偏差値）が高くなるように設定した指標。 

資料：都市モニタリングシート・レーダーチャート自動作成ツール（令和２年） 

都市交通調査・都市計画調査 国土交通省 

都市の評価指標 
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第２章 西宮市の現状と課題 

３．取り組むべき都市の課題 

都市の現状及び上位計画や関連計画等を踏まえた今後取り組むべき都市の課題は、以下

のとおりです。 

 

 

 

＜新たな社会潮流＞新型コロナ危機を契機として生じた変化への対応 

〇都市政策の推進にあたっては、オープンスペースの今後のあり方などの方向性が示され、

国際競争力強化とともに、ウォーカブルなまちづくり、コンパクトシティ、スマートシ

ティの推進などの「新たな日常」への対応が求められています。 

 

＜人口動向＞人口減少、少子高齢化を見据えた誰もが暮らしやすい魅力的な都市の構築 

○本市の人口は、平成 27年（2015 年）の 487,850 人をピークに、令和２年（2020 年） 

は 2,263 人減の 485,587 人と減少に転じています。また、今後も人口減少や少子高齢化が

進行する見通しとなっており、公共交通ネットワークの維持・充実や生活利便施設の維持、

居心地がよく歩きたくなる空間の創出など、誰もが暮らしやすい魅力的な都市づくりの推

進が求められています。 

 

＜都市構造＞効率的な都市経営と地域の特性を活かした都市づくりの推進による持続可能

な都市を構築 

○本市の都市構造は、医療、福祉、商業の人口カバー率や利用圏平均人口密度が全国偏差

値を大きく上回り、生活サービス機能は、高水準で充足されていることから、引き続き

公共交通を活かしたコンパクト・プラス・ネットワークとしての都市構造を維持してい

くことが重要となります。 

○人口減少・少子高齢化に伴う社会保障関係経費の増大、公共施設の老朽化への対策が見

込まれ、財政面において持続可能な都市経営に向けて、高齢者や子育て世代など誰もが

将来にわたって安心、快適な居住を維持できる持続可能な都市の構築が必要となります。 

 

＜災害＞災害リスクへの低減・回避による安全な居住環境の形成 

○本市においては、市街化区域内の広範囲において、水害（洪水、津波、高潮）、土砂災

害、地震などの自然災害リスクが存在することから、災害リスクを踏まえた都市づくり

の推進が求められています。 

○西宮市地域防災計画、西宮市国土強靭化地域計画等と連携を図りながら、総合的な防災

体制の充実を図り、災害リスクへの低減・回避により、安全な居住環境の形成を図るこ

とが必要です。 

 

今後取り組むべき都市の課題 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

第３章 地域・地区別の現状と課題 

１．地域・地区の区分                                   

 
本計画においては、北部地域と南部地域の２地域に区分し、さらに、支所単位をベースとして市内

を９地区に区分し、地域や地区ごとに詳細な分析を行っていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．地区別の人口推移                                   

 

平成 22 年（2010 年）と平成 27 年（2015 年）及び令和２年（2020 年）の国勢調査の結果を比較す

ると、全体としては、この 10 年間で人口は僅かに増加していますが、地区ごとにみると、本庁北西

地区は停滞しており、塩瀬、山口地区及び鳴尾地区において、人口が減少しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

  

482,640 

36,082 

69,722 

54,311 

37,306 

99,281 

73,315 

66,972 

27,539 

18,112 

487,850 

36,269 

73,323 

56,304 

37,823 

96,055 

75,570 

68,072 

26,901 

17,533 

485,587 

36,016 

73,667 

55,187 

38,973 

93,784 

76,568 

68,588 

25,858 

16,946 

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000

市全体

本庁北西

本庁北東

本庁南西

本庁南東

鳴尾

瓦木

甲東

塩瀬

山口 H22 H27 R2

（人）

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

阪急神戸本線 

JR 東海道本線 

阪神本線 

JR 山陽新幹線 

JR 福知山線 

塩瀬地区 

山口地区 

本庁北西 

地区 
甲東地区 

瓦木地区 

本庁南東 

地区 

本庁北東 

地区 

本庁南西 

地区 

鳴尾地区 

北部地域 

南部地域 

市全体  

 

本庁北西 

本庁北東 

本庁南西 

本庁南東 

鳴尾 

瓦木 

甲東 

塩瀬 

山口 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

３．都市構造の分析                                   

 

（１）メッシュデータに基づく人口密度の分析 

 
・都市構造分析では、小地域ごと（町丁目）の令和２年（2020 年）の国勢調査の実績値及び令和 22

年（2040 年）の社人研の推計値に基づき、100m 四方のメッシュに人口を割り当て図示しています。 

・令和２年（2020 年）における南部地域山ろく部及び北部地域は、人口密度の低い比較的ゆとりのあ

る住宅地が形成されていますが、令和 22年（2040 年）では人口密度の低下が進む見込みとなって

います。 

・令和２年（2020 年）における山ろく部及び臨海部を除く南部地域の大部分は、100 人/ha 以上（赤

色着色部）の高い人口密度となっており、令和 22年（2040 年）もそのまま維持の見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
人口密度（令和 22 年（2040 年）） 人口密度（令和２年（2020 年）） 

資料：令和２年国勢調査小地域データ

より 100m メッシュ人口を算出 

資料：令和 22 年社人研推計に基づく小地域データ

より 100m メッシュ人口を算出 

※平成 30 年３月推計に基づき算出 

凡例 

令和２年 総人口 

 N  N 

凡例 

令和 22 年 推計人口 

0    1   2km 
0    1   2km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

（２）日常生活サービスの利便性分析                        

 

①商業施設 

・令和２年（2020 年）の市全体における大規模小売店舗※1、スーパーマーケットといった商業施設の

徒歩圏※2人口カバー率※3は、大規模小売店舗が約 80％、スーパーマーケットは 93.0％となってい

ます。また、大規模小売店とスーパーマーケットをあわせた商業施設の徒歩圏人口カバー率は約

94％となっており、比較的高い水準となっています。 

・地区別では、本庁南西、本庁南東地区において非常に高い水準となっている一方で、北部の塩瀬地

区や山口地区のカバー率が低くなっています。 

 
※１ 大規模小売店舗とは、店舗面積が 1,000 ㎡を超える店舗のこと。 

スーパーマーケットでも店舗面積が 1,000 ㎡を超えるものや、店舗面積 1,000 ㎡を超える複合商業 

施設の中にスーパーマーケットが含まれるものは、大規模小売店舗に分類されている。 

※２ 徒歩圏とは、歩いて到達できる距離の範囲内のこと。 

商業施設の徒歩圏は、当該施設から半径 800m と設定している。 

徒歩圏 800m は「都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）」による。 

※３ 徒歩圏人口カバー率は、徒歩圏に居住する人口の総数を地区人口で除したもの。 
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64.9%

23.1%

62.5%

93.4%
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88.6%

60.1%

62.6%
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市全体

本庁北西

本庁北東

本庁南西

本庁南東

鳴尾

瓦木

甲東

塩瀬

山口

商業施設(大規模小売店＋スーパー徒歩圏) 大規模小売店(800m圏内)

スーパー(800m圏内)

商業施設の徒歩圏人口カバー率（令和２年（2020 年）） 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

 

  

商業施設の利用圏域 

資料：経済産業省資料、公開データ 

国勢調査 100m メッシュ人口 

 N 

0        1       2km 

令和２年 総人口 

凡例 

商業機能 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

②医療施設 

・令和２年（2020 年）の市全体における医療施設の徒歩圏※１人口カバー率は、病院が約 60％、診療

所が約 98％となっています。また、病院※２と診療所※３の徒歩圏を合わせた医療施設の人口カバー

率は、約 99％となっており、高い水準となっています。 

・地区別では、本庁北西、塩瀬地区の病院の人口カバー率が低い値となっていますが、診療所の人口

カバー率は比較的高い水準となっています。 

 

※１ 医療施設の徒歩圏は、当該施設から半径 800m と設定している。 

 徒歩圏 800m は「都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）」による。 

※２ 病院とは病床が 20 床以上の施設のこと。 

※３ 診療所とは病床がないまたは 20 床未満の施設のこと。 
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医療施設(病院＋診療所徒歩圏) 病院(800m圏内) 診療所(800m圏内)

医療施設の徒歩圏人口カバー率（令和２年（2020 年）） 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

資料：国土数値情報（令和２年） 

国勢調査 100m メッシュ人口 
医療施設の利用圏域 

 N 

0       1       2km 

凡例 

令和２年 総人口 

医療機能 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

③子育て支援施設 

・令和２年（2020 年）の市全体における子育て支援施設の５歳未満の徒歩圏※人口カバー率は、幼稚

園が約 92％、保育所等が約 95％となっています。また、幼稚園、保育所等を合わせた子育て支援

施設の５歳未満の徒歩圏人口カバー率は、約 97％となっています。 

・地区別では、塩瀬の人口カバー率が他地区と比較してやや低く、山口地区では特に低い状況となっ

ています。 

 

※子育て支援施設（幼稚園、保育所等）の徒歩圏は、当該施設から半径 800m と設定している。 

徒歩圏 800m は「都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）」による。 
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99.0%

93.4%

87.9%

99.4%

73.9%

59.2%

95.3%

91.8%

93.1%

100%

100%

99.9%

100%

94.6%

79.0%

49.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市全体

本庁北西

本庁北東

本庁南西

本庁南東

鳴尾

瓦木

甲東

塩瀬

山口

子育て支援施設 幼稚園(800m圏内) 保育所等(800m圏内)

子育て支援施設の５歳未満の徒歩圏人口カバー率（令和２年（2020 年）） 

市全体 
 

 

本庁北西 
 

本庁北東 
 

本庁南西 
 

本庁南東 
 

鳴尾 
 

瓦木 
 

甲東 
 

塩瀬 
 

山口 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

 

  

子育て支援施設の利用圏域 

注 ：保育所等は保育所、認定こども園、保育所を指す 

資料：市資料 

国勢調査 100m メッシュ人口 

 N 

令和２年 ５歳未満人口 

凡例 

子育て支援機能 

0       1       2km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

④教育施設 

・令和２年（2020 年）の市全体における教育施設の５歳以上 15 歳未満の徒歩圏※人口カバー率は、

小学校が約 96％、中学校が約 98％となっています。 

・地区別では、小学校で塩瀬地区が約 68％、山口地区が約 66％、中学校で塩瀬が約 57％程度とやや

低い状況となっています。 

 

※教育施設の徒歩圏は、小学校が当該施設から半径１km、中学校が半径２km と設定している。 

徒歩圏小学校１km、中学校２km は「都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）」の公共施設に係る配置

基準による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

95.6%

96.8%

99.0%

100%

100%

100%

98.8%

97.8%

69.6%

72.7%

97.5%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

58.5%

92.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市全体

本庁北西

本庁北東

本庁南西

本庁南東

鳴尾

瓦木

甲東

塩瀬

山口

小学校(1km圏内) 中学校(2km圏内)

教育施設の５歳以上 15 歳未満の徒歩圏人口カバー率（令和２年（2020 年）） 

 

市全体 
 

 

本庁北西 
 

本庁北東 
 

本庁南西 
 

本庁南東 
 

鳴尾 
 

瓦木 
 

甲東 
 

塩瀬 
 

山口 
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教育施設の利用圏域 

資料：国土数値情報（令和２年） 

国勢調査 100m メッシュ人口 

 N 

令和２年 ５～14 歳人口 

凡例 

教育機能 

0       1      2km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

⑤市民集会施設 

・令和２年（2020 年）の市全体における市民集会施設（公民館、市民館、共同利用施設）の徒歩圏※

人口カバー率は、約 92％となっています。 

・地区別では、塩瀬、山口地区が 50％以下と、他の地区に比べ特に低い状況となっています。 

 

※市民集会施設の徒歩圏は、当該施設から半径 800m と設定している。 

徒歩圏 800m は「都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

92.0%

96.8%

96.5%

100%

100%

100%

98.5%

89.2%

48.7%

35.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市全体

本庁北西

本庁北東

本庁南西

本庁南東

鳴尾

瓦木

甲東

塩瀬

山口

市民集会施設(800m圏内)

市民集会施設の徒歩圏人口カバー率（令和２年（2020 年）） 

市全体 
 

 

本庁北西 
 

本庁北東 
 

本庁南西 
 

本庁南東 
 

鳴尾 
 

瓦木 
 

甲東 
 

塩瀬 
 

山口 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民集会施設の利用圏域 

資料：市資料（令和２年） 

国勢調査 100m メッシュ人口 

 N 

令和２年 総人口 

凡例 

集会機能 

0       1       2km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

⑥公共交通の利便性分析                             

・令和２年（2020 年）の市全体における公共交通の徒歩圏※人口カバー率は、鉄道駅が約 63％、バス

停が約 76％となっています。また、鉄道駅とバス停からの徒歩圏を合わせた公共交通の人口カバ

ー率は、約 93％となっており、高い数値となっています。 

・地区別では、鉄道駅が塩瀬、本庁北西地区で約 50％、バス停が甲東地区で約 53％とやや低い状況

になっていますが、公共交通のカバー率では、比較的高い水準となっています。 

鉄道駅のない山口地区（市外に徒歩圏の鉄道駅は存在）については、バス停の人口カバー率が比較

的高く、公共交通の人口カバー率は、約 77％となっています。 

 

※公共交通の徒歩圏は、鉄道駅が半径 800m、バス停が半径 300m と設定している。 

徒歩圏鉄道駅 800m、バス停 300m は「都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）」による。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

92.5%

80.6%

93.5%

97.1%

94.3%

96.3%

96.7%

90.7%

87.4%

77.6%

63.5%

49.3%

67.4%

90.2%

90.2%

67.6%

70.4%

59.1%

54.5%

0.9%

75.7%

72.4%

88.2%

87.2%

61.3%

67.6%

78.0%

53.5%

71.1%

77.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市全体

本庁北西

本庁北東

本庁南西

本庁南東

鳴尾

瓦木

甲東

塩瀬

山口

公共交通(鉄道＋バス徒歩圏) 鉄道駅(800m圏域内) バス停(300m圏域内)

公共交通の徒歩圏人口カバー率（令和２年（2020 年）） 

 

市全体 
 

 

本庁北西 
 

本庁北東 
 

本庁南西 
 

本庁南東 
 

鳴尾 
 

瓦木 
 

甲東 
 

塩瀬 
 

山口 
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資料：市資料 

国勢調査 100m メッシュ人口 

国土数値情報（令和２年） 

公共交通の利用圏域 

 N 

令和２年 総人口 

凡例 

公共交通機能 

0       1       2km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

（３）災害等に対する安全性分析                           

①災害リスクの高い地域等の抽出・評価 

人口密度、建物分布や避難施設等の都市情報と、災害ハザード情報を重ね合わせることにより、人

的被害や社会・経済被害等の観点から、災害リスクの高い地域を抽出します。 

また、災害リスクの高い地域において、防災指針作成の手引きによる分析例などを参考に、人的被

害の観点から、必要な項目について災害リスクの評価を行います。 

 

    災害リスクの評価一覧 

災害ハザード情報 西宮市の情報 評価手法 

○水災害 

浸水深、家屋倒壊等氾濫想定区域、 

津波、高潮 

○土砂災害 

土砂災害（特別）警戒区域等、 
地すべり防止区域、 
急傾斜地崩壊危険区域 

✖人口密度 

✖建物分布 

✖避難施設分布 

✖道路網 

(幹線道路、アンダーパス) 

 

○地図上での重ね合わせ 

 

 

■災害リスクと都市計画情報の重ね合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      資料：「「安全なまちづくり」・「魅力的なまちづくり」の推進のため 

の都市再生特別措置法等の改正について」（国土交通省）

 

■浸水深ごとのイメージ 

▸ 垂直避難 

一般的な家屋では、浸水深 0.5m 以上で１階が床上浸水す 

るため、立退き（水平）避難か２階以上への垂直避難が必 

要になります。また、浸水深３m では２階にも床上浸水す 

るため、浸水深３m以上で垂直避難が困難になります。 

 

▸ 水平避難 

洪水時、浸水深が膝丈（0.5m）以上になると水の流れが 

なくてもほとんどの人が歩行困難になるとされています。 

 

資料：「洪水浸水想定区域図作成マニュアル（第 ４ 版）」（国土交通省） 
  

○ハザードエリアの分布 

洪水等による浸水深 

家屋倒壊等崩壊危険区域 

土砂災害特別警戒区域 

            など 

各種災害リスク情報 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■浸水深と避難行動（自動車走行） 

浸水深が大きくなると、歩行や自動車の走行に支障を来たし、避難行動が困難になります。 

浸水深 自動車走行 

0～10cm 走行に関し、問題はない。 

10～30cm ブレーキ性能が低下し、安全な場所へ車を移動させる必要がある。 

30～50cm エンジンが停止し、車から退出を図らなければならない。 

50cm～ 
車が浮き、また、パワーウィンドウ付きの車では車の中に閉じ込められてし
まい、車とともに流され非常に危険な状態となる。 

資料：川の防災情報（浸水深と避難行動について）（国土交通省） 
 

■＜参考＞津波の高さと被害の関係について 

東北地方太平洋沖地震の被災現況結果に基づく浸水深と被害との関係に関する調査結果から

は、浸水深２mが被害の様相が変化する境界と考えられます。東北地方太平洋沖地震では、浸

水深２m で建物流失率が増加（流失率２割以上）し、浸水深６m を超えると流失率は８割以上

となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国土交通省都市局報道発表資料「東院本大震災による被災現況調査結果について(第１次報告)」(平成

23 年８月)より 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

１）水災害 

■浸水深（想定最大規模降雨 1/1,000 年超過確率） 

✖人口密度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

  

資料：洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨） 

    令和２年 国勢調査 100m メッシュ人口 

【人口密度】 

 N 

凡例 
洪水浸水想定区域 
（想定最大規模） 

【浸水深】 

 N 

0   1    2km 
0   1    2km 

凡例 

令和２年 総人口 

最大浸水深５m 未満の区域が人口密

度 100 人/ha 以上を含む地域に想定 

 

最大浸水深３m以上の区域が人口密

度 40 人/ha 未満の地域に想定 

最大浸水深５m未満の区 

域が人口密度 100 人/ha 

以上の地域に想定 

最大浸水深３m未満の区域が 

100 人/ha 以上の地域に想定 

○最大浸水深３m 以上（２階床面以上の浸水） 

北部地域：２階以上が浸水するおそれのある最大浸水深３m以上の区域が塩瀬地区武庫川沿

いに想定され、人口密度 100 人/ha 以上の地域が存在 

一部、２階部分も水没するおそれのある最大浸水深５m以上の区域が名塩川沿い 

に想定され、人口密度 40人/ha 未満の地域が存在し、避難の集中時の混乱が懸念 

南部地域：２階部分も水没するおそれのある最大浸水深５m 未満の区域が甲東地区、瓦木地

区、鳴尾地区の武庫川沿いに想定され、人口密度 100 人/ha 以上の地域が存在 

最大浸水深５m 以上の区域が武庫川右岸の一部に想定され、人口密度 40 人/ha 未

満の地域が存在し、避難方法などの検討が必要 

○最大浸水深３m 未満（床上浸水～１階部分水没、２階への垂直避難可能） 
南部地域：床上浸水あるいは１階部分の水没のおそれのある最大浸水深３m 未満の区域が甲

東地区、本庁北東地区、本庁南西地区、本庁南東地区、瓦木地区、鳴尾地区の広
範囲に想定され、100 人/ha 以上の地域が存在し、避難方法などの検討が必要 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■浸水深（想定最大規模降雨 1/1,000 年超過確率） 

✖建物分布・建物階数 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 N 

資料：洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨） 

    市資料 

最大浸水深0.5m～３m未満

の区域に高さ10m未満の建

物が立地 

最大浸水深３m 以上の区域に高

さ 10m 未満の建物が立地 

○最大浸水深３m 以上（２階床面以上の浸水） 

北部地域：２階床面以上の浸水のおそれのある最大浸水深３m 以上の区域が塩瀬地区に想定 

され、高さ 10m 未満の建物が立地 

南部地域：最大浸水深３m 以上の区域が甲東地区、瓦木地区、鳴尾地区の武庫川沿川に想定さ

れ、高さ 10m 未満の建物が立地 

○最大浸水深３m 未満（床上浸水～１階部分水没、２階への垂直避難可能） 

北部地域：床上浸水～１階部分水没のおそれのある 0.5m～３m 未満の区域が山口地区の有馬川

沿川に想定され、高さ 10m 未満の建物が立地 
南部地域：最大浸水深 0.5m～３m 未満の区域が甲東地区、本庁北東地区、本庁南西地区、本庁

南東地区、瓦木地区、鳴尾地区に広く想定され、高さ 10m 未満の建物が密集 

凡例 

建物高さ 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

0     1     2km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■浸水深（想定最大規模降雨 1/1,000 年超過確率） 

✖避難施設分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 N 

建物高さ 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

避難施設 

0       1      2km 

最大浸水深 0.5m～３m

未満の区域に指定避難

所等が多数立地 

最大浸水深３m 以上の区

域に指定避難所が立地 資料：洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨） 

    市資料 

最大浸水深 0.5m～

３m 未満の区域に広

域避難地が立地 

○最大浸水深３m 以上（２階床面以上の浸水） 

北部地域：浸水想定区域内に避難所等の立地はない 

南部地域：２階床面浸水するおそれのある最大浸水深３m 以上の区域が鳴尾地区に想定され、 

指定避難所が立地 

○最大浸水深３m 未満（１階床上浸水、２階への垂直避難可能） 

南部地域：１階床上浸水（２階への垂直避難可能）のおそれのある最大浸水深 0.5m～３m未満

の区域が甲東地区、本庁北東地区、本庁南西地区、本庁南東地区、瓦木地区、鳴尾

地区に広く想定され、指定避難所が立地し、２階への垂直避難は可能 

なお、沿岸部には津波避難ビルが多数立地し、瓦木地区の想定区域には広域避難地

が立地 
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■家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模降雨 1/1,000 年超過確率） 

✖建物分布 

○氾濫流、河岸侵食：家屋の流失・倒壊をもたらすような洪水であり、立ち退き避難等の検討 

が必要 

（氾濫流）北部地域：宝塚市との境界部付近（武庫川上流部羽束川合流点の蛇行部付近右岸）に

想定され、建物が立地 

南部地域：仁川合流部付近の左右岸及び武庫川下流部右岸の河川敷がやや狭まってい

る付近（６か所）に想定され、区域内に建物が立地 

（河岸侵食）北部地域：武庫川上流部の蛇行区間の一部、名塩川及び有馬川に想定され、区域内

に建物が立地 

南部地域：新川、東川、津門川、洗戎川、夙川の両岸、堀切川左岸の一部に想定さ

れ、ほぼ全川において区域内に建物が立地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）（河岸侵食） 

  令和 2年都市計画基礎調査 

 N 

0      1     2km 

凡例 

家屋倒壊等氾濫想定区域 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■津波 

✖人口分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○最大浸水深 0.3m～１m未満（0.5m 程度）（大人の膝までつかる程度） 

南部地域：大人の膝までつかり避難に支障のおそれがある最大浸水想定 0.3m～１m 未満の区域

が、人口密度 100 人/ha 以上を含む本庁南西地区、本庁南東地区、鳴尾地区の沿岸部

などの広範囲に想定 

資料：津波ハザードマップ 

    令和２年 国勢調査 100m メッシュ人口 

最大浸水深２m 未満の区域

が人口密度 100 人/ha 以上

の地域に想定 

 N  N 

0   1    2km 0   1    2km 

凡例 

令和２年 総人口 
凡例 

津波浸水想定区域 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■津波 

✖建物階数 

○最大浸水深～２m 未満（１階の軒下まで浸水） 

南部地域：高さ 10m 未満の建物が相当数集積し、１階の軒下まで浸水するおそれのある最大浸

水深２m 未満の区域が、本庁南東地区、鳴尾地区の沿岸部に想定 

○最大浸水深 0.3m～１m未満（0.5m 程度）（床上浸水） 

南部地域：床上浸水のおそれのある最大浸水想定 0.3m～１m未満の区域が、本庁南西地区、本庁

南東地区、鳴尾地区の沿岸部の広範囲に想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 N 

資料：津波ハザードマップ 

    市資料 

最大浸水深0.3m～１m未

満が想定される広範囲

の区域に建物が立地 

最大浸水深２m 未満が

想定される区域に建物

が立地 

凡例 

津波浸水想定区域 

建物高さ 

0      1     2km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■津波 

✖避難施設分布 

○最大浸水深 0.1m～0.3m（自動車のブレーキ性能が低下） 

南部地域：歩行や自動車の走行が困難とされる最大浸水想定 0.3m 未満や１m 未満の区域が、本

町南西地区、本庁南東地区、鳴尾地区の沿岸部の広範囲に想定 

津波避難ビルが想定区域の広範囲に集積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 N 

資料：津波ハザードマップ 

    市資料 

最大浸水深 0.3m～１m 未満が

想定される区域に津波避難ビ

ルが広い範囲に集積 

最大浸水深２m 未満が想定され

る区域に津波避難ビルが集積 

建物高さ 

凡例 

津波浸水想定区域 

避難施設 

0      1     2km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■高潮（1/500 年～1/4,000 年程度の確率年評価） 

✖人口分布 

○最大浸水深３m 以上（２階軒下まで浸水）、最大浸水深５m 以上（２階部分も水没） 

南部地域：２階軒下まで浸水するおそれのある最大浸水深３m 以上の区域が第一発令エリア（国

道 43号以南）※を含む本庁北東地区、本庁南西地区、本庁南東地区、瓦木地区、鳴

尾地区に想定され、人口密度 100 人/ha 以上を含む地域が存在し、避難方法などの検

討が必要 

○最大浸水深３m 未満（1階部分水没、２階への垂直避難可能） 

南部地域：１階部分が水没するおそれがあるが、２階への垂直避難可能な最大浸水深３m未満の

区域が本庁南西地区（人工島西宮浜）、本庁北東地区、本庁南東地区、瓦木地区、鳴

尾地区に想定され、人口密度 100 人/ha 以上を含む地域が存在また、床上浸水のおそ

れのある最大浸水深１m未満の区域が本庁北東地区、瓦木地区に想定され、人口密度

100 人/ha 以上を含む地域が存在し、避難方法などの検討が必要 

 
※高潮第一発令エリア…氾濫するとすぐに被害が発生し、浸水が深くなる恐れがあるため、先行して避難情報を発令 

する区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高潮 

第一発令エリア 

資料：高潮浸水想定区域図（想定最大規模） 

    令和２年 国勢調査 100m メッシュ人口 

最大浸水深３m 以上の区域が人口密度

100 人/ha 以上の地域に想定 

最大浸水深１m未満の区域が人

口密度100人/ha以上の地域に

想定 

最大浸水深１～３m未満の区域

が人口密度100人/ha以上の地

域に想定 

凡例 

令和２年 総人口 

 N  N 

0    1   2km 0    1   2km 

凡例 

高潮浸水想定区域（想定最大規模） 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■高潮（1/500 年～1/4,000 年程度の確率年評価） 

✖建物分布・建物階数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

高潮 

第一発令エリア 

○最大浸水深３m 以上（２階軒下まで浸水）、最大浸水深５m 以上（２階部分も水没） 
南部地域：２階軒下まで浸水するおそれのある最大浸水深３m 以上の区域が第一発令エリア（国

道 43号以南）を含む本庁北東地区、本庁南西地区、本庁南東地区、瓦木地区、鳴尾
地区に想定され、高さ 10m 未満の建物が立地 
 

○最大浸水深３ｍ未満（１階部分水没、２階への垂直避難可能） 
南部地域：１階部分が水没するおそれがあるが、２階への垂直避難可能な最大浸水深３m未満の

区域が本庁南西地区（西宮浜）、本庁北東地区、本庁南東地区、瓦木地区、鳴尾地区
に想定され、高さ 10m 未満の建物が立地 
床上浸水のおそれのある最大浸水深１m未満の区域が本庁北東地区、瓦木地区に想定
され、高さ 10m 未満の建物が立地するとともに、高さ 10m 以上の建物も多く立地 

資料：高潮浸水想定区域図（想定最大規模） 

    市資料 

最大浸水深１m～３m 未満の区域

に高さ 10m 未満の建物等が立地 

最大浸水深３m 以上の区域に高さ

10m 未満の建物が立地 

 N 

0     1    2km 

凡例 

建物高さ 

高潮浸水想定区域（想定最大規模） 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■高潮（1/500 年～1/4,000 年程度の確率年評価） 

✖避難施設分布 

○最大浸水深１m 以上（0.5m 程度：床上浸水） 

南部地域：床上浸水のおそれのある最大浸水深１m 以上の区域が、本庁北東地区、本庁南西地 

区、本庁南東地区、瓦木地区、鳴尾地区に想定され、JR 東海道本線沿線以南のほ 

ぼ全域にわたって津波避難ビルが多数立地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高潮 

第一発令エリア 

 N 

高潮浸水想定区域（１m 以上）のほぼ

全域に津波避難ビルが立地 

0     1    2km 

資料：高潮浸水想定区域図（想定最大規模） 

    市資料 

凡例 

高潮浸水想定区域（想定最大規模） 

避難施設 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

２）土砂災害 

■土砂災害情報 

✖人口分布（人口密度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

土砂災害特別警戒区域が 60

人/ha 未満の地域に存在 

土砂災害特別警戒区域が 60 人/ha 未満の地域に存在 

資料：土砂災害ハザードマップ 

（土砂災害（特別）警戒区域図） 

   令和２年 国勢調査 100m メッシュ人口 

土砂災害特別警戒

区域が 20 人/ha 未

満の地域に存在 

土砂災害特別警戒区域が40

人/ha 未満の地域に存在 

凡例 

令和２年 総人口 土砂災害警戒区域等 

凡例 

 N  N 

0    1   2km 0    1   2km 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域につい

て、防止工事等の施工が完了している区域を除く 

土砂災害特別警戒区域が

100 人/ha 以上の地域に存在 

○土砂災害特別警戒区域（土砂、急傾斜）（レッドゾーン） 

北部地域：山口地区の区域内に 40人/ha 未満の地域が存在 

塩瀬地区の区域内に 60人/ha 未満の地域が存在 

南部地域：本庁北西地区、本庁北東地区、甲東地区の区域内に 100 人/ha 以上の地域が存在 

○土砂災害警戒区域（土砂、急傾斜、地すべり）（イエローゾーン） 

北部地域：山口地区には 60 人/ha 未満の地域が存在 

塩瀬地区の区域内に 100 人/ha 以上の地域が存在 
南部地域：本庁北西地区、本庁北東地区、甲東地区の想定区域内に 100 人/ha 以上の地域が存

在 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■土砂災害情報 

✖建物分布 

○土砂災害特別警戒区域（土砂、急傾斜）（レッドゾーン） 

北部地域：塩瀬地区の区域内に建物が立地 

南部地域：本庁北西地区、本庁北東地区、甲東地区に点在する区域内に建物が立地 

○土砂災害警戒区域（土砂、急傾斜、地すべり）（イエローゾーン） 

北部地域：塩瀬地区、山口地区の区域内に建物が立地 

南部地域：本庁北西地区、本庁北東地区、甲東地区の区域内に建物が立地 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：土砂災害ハザードマップ 

（土砂災害（特別）警戒区域図） 

   令和２年 都市計画基礎調査 

土砂災害特別警戒区

域に建物が立地 

土砂災害特別警戒区域に建

物が立地 

土砂災害特別警戒区域に建

物が立地 

土砂災害特別警戒

区域が 20 人未満

/ha の地域に存在 

凡例 

土砂災害警戒区域等 

 N 

0     1    2km 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域につい

て、防止工事等の施工が完了している区域を除く 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■土砂災害情報 

✖避難施設分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：土砂災害ハザードマップ 

（土砂災害（特別）警戒区域図） 

   市資料 

土砂災害警戒区域に指定避難所が立地 

土砂災害警戒区域に広域避難地が立地 

土砂災害警戒区域に福祉避難所が立地  N 

0      1     2km 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域につい

て、防止工事等の施工が完了している区域を除く 

凡例 

土砂災害警戒区域等 

避難施設 

○土砂災害特別警戒区域（土砂、急傾斜）（レッドゾーン） 

北部地域、南部地域とも区域内に避難施設はない 

○土砂災害警戒区域（土砂、急傾斜、地すべり）（イエローゾーン） 

北部地域：山口地区、塩瀬地区の区域内に指定避難所が立地（災害時に懸念） 
南部地域：本庁北西地区の区域内に広域避難地が立地（災害時に懸念） 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

■土砂災害情報 

✖道路網 

○土砂災害特別警戒区域（土砂、急傾斜）（レッドゾーン） 

北部地域、南部地域とも、区域内を通過している緊急輸送道路、アンダーパスはない 

○土砂災害警戒区域（土砂、急傾斜、地すべり）（イエローゾーン） 

北部地域：塩瀬地区、山口地区の区域が集積している山間部付近を緊急輸送道路が通過 

南部地域：本庁北西地区の区域が集積している山間部付近を緊急輸送道路が通過 

北部地域、南部地域とも、区域内を通過しているアンダーパスはない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 N 

資料：土砂災害ハザードマップ 

（土砂災害（特別）警戒区域図） 

   市資料 

土砂災害警戒区域が集積する山間部を 

緊急輸送道路が通過 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域につい

て、防止工事等の施工が完了している区域を除く 

凡例 

土砂災害警戒区域等 

道路網 

0      1     2km 



 

60 
 

第３章 地域・地区別の現状と課題 

４．地区別の現状と課題                                 

（１）本庁北西地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0%

25%

50%

75%

100%

公共交通

（鉄道+バス徒歩

圏）

医療施設

（病院+診療所徒

歩圏）

市民集会施設

（800ｍ圏内）

子育て支援施設

（800ｍ圏内）

商業施設

（大規模小売店+

スーパー徒歩圏）

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約 33.2%で

す。 

・住居専用地域は約 31.6%、住居系用途地域

は約 0.9%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・人口は、平成 27年（2015 年）の約 3.6 万

人をピークに減少に転じ、令和22年（2040

年）には約 3.1 万人まで減少すると推計

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・都市機能を総合的にみると、ほぼ全ての生

活サービス機能が 75%～100%のカバー率

です。 

・公共交通機能の、鉄道駅とバス亭を合わせ

た総合的なカバー率は、地区の 75%をカバ

ーしています。 

 

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

 
  H27 R22 

人口（人） 36,269 30,818 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
87.0 73.9 

 

項目 面積 割合 

本庁北西地区面積 1255ha 100% 

 市街化区域面積 417ha 33.2% 

  住居専用系用途地域 397ha 31.6% 

  住居系用途地域 11ha 0.9% 

  商業系用途地域 9ha 0.7% 

  工業系用途地域 0ha 0% 

  市街化調整区域 838ha 66.8% 

資料：市資料 

1255ha

本庁北西

地区面積

(100%)

住居専用系用途地域

397ha（32%）

住居系用途地域

11ha（1%）

商業系用途地域

9ha（1%）

市街化調整区域

838ha（67%）

5,691 5,632 5,535 5,150 4,631 4,283 4,037 

22,693 22,185 21,431 21,015 19,864 18,194 16,334 

6,982 8,448 8,344 8,629 
9,060 

9,725 
10,447 

716 4 706 

36,082 36,269 36,016 34,794 33,555 32,202 30,818 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

あ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）本庁北東地区 

■災害ハザード 

・想定最大規模３m未満の区域が夙川沿川の一部にあるが、２階以上の家屋は垂直避難が可能です。 

・土砂災害特別警戒区域に建物が立地しており、災害時の安全が懸念されます。 

 N 

0       1      2km 

土砂 
・土砂災害特別警戒区域

に建物が立地 
・土砂災害警戒区域の一

部に緊急輸送道路が
存在 

・最大浸水深 3m未満
の区域が夙川沿い
に存在 

 

洪水 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

土砂災害警戒区域等 

 
◇人口 
・令和 22 年（2040 年）に約 3.1 万人まで人口の減少が見込まれています。老年人口の増加、生

産年齢人口の減少が著しく、健康で住みやすく、市街地などへのアクセスの確保が今後も求め
られます。 

◇日常生活サービス 

・中山間地域を７割近く有する地区であり、生活サービス機能は、概ね 75%～100%近いカバー率
を有しています。地区の利便性を支える公共交通サービスや高齢者などの暮らしの安心を維持
し、人口密度の維持を図ることが求められます。 

◇災害ハザード 
・夙川沿川などに３m 未満の浸水が想定されます。山麓には土砂災害特別警戒区域等が想定され、

付近には緊急輸送道路が存在します。必要に応じた立地誘導等や避難体制の強化などによるリ

スクの回避とともに、土砂災害等による集落等の孤立化などからの回避が求められます。 

課題のまとめ 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危

険区域について、防止工事等の施工が

完了している区域を除く 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

（２）本庁北東地区 
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100%

公共交通
（鉄道+バス徒歩圏）

医療施設
（病院+診療所徒歩

圏）

市民集会施設
（800ｍ圏内）

子育て支援施設
（800ｍ圏内）

商業施設
（大規模小売店+スー

パー徒歩圏）

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約 94.4%です。 

・住居専用地域は約 64.8%、住居系用途地域は

約 22.8%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・人口は増加局面にあり、令和 22 年（2040 年）

に約 8.1 万人まで増加すると推計されてい

ます。 

・令和 22 年（2040 年）の 65 歳以上人口は、

令和２年の約 1.7 万人から約 2.5 万人まで

大きく増加する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・都市機能を総合的にみると、ほぼ全ての生活

サービス機能が 100%近いカバー率です。 

 

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

 
  H27 R22 

人口（人） 73,642 81,375 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
114.9 127.5 

 

項目 面積 割合 

本庁北東地区面積 676ha 100% 

 市街化区域面積 638ha 94.4% 

  住居専用系用途地域 438ha 64.8% 

  住居系用途地域 154ha 22.8% 

  商業系用途地域 37ha 5.5% 

  工業系用途地域 9ha 1.3% 

  市街化調整区域 38ha 5.6% 

資料：市資料 

676ha

本庁北東

地区面積

(100%)

住居専用系用途地域

438ha（65%）

住居系用途地域

154ha（23%）

商業系用途地域

37ha（5%）

工業系

用途地域

9ha（1%）

市街化調整区域

38ha（6%）

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 

10,045 10,487 10,176 10,357 9,909 9,648 9,765 

44,926 45,599 44,679 48,513 48,912 48,000 46,140 

13,711 17,237 16,907 
19,001 20,452 22,754 25,470 1,040 319 1,905 

69,722 
73,642 73,667 

77,871 79,273 80,402 81,375 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■災害ハザード 

・想定最大規模３m未満の区域が武庫川沿川から西宮駅を含む東側を覆うが、２階以上の家屋は垂直

避難が可能です。 

・土砂災害特別警戒区域に建物が立地しており、災害時の安全が懸念されます。 

 

◇人口 

・人口増加局面の地区であり、令和 22年（2040 年）に約 8.3 万人まで増加します。高齢化は 33%

まで進む反面、生産年齢人口や年少人口はほぼ横ばいの見込みです。居住地として若年・子育

て世代が住み続けたくなる地区の維持が求められます。 

◇日常生活サービス 

・生活サービス機能は、ほぼ全ての機能が 100%近いカバー率です。地区の利便性を支える公共交

通サービスや暮らしの安心を維持し、人口密度の維持を図ることが必要です。 

◇災害ハザード 

・武庫川などの洪水や、北部に集中する土砂災害リスクなどが存在する地区です。土砂災害特別

警戒区域等における必要に応じた立地誘導等や避難体制の強化などによるリスク回避が求めら

れます。 

課題のまとめ 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

土砂災害警戒区域等 

高潮浸水想定区域（想定最大規模） 

 N 

0                  0.5                 1km 

洪水 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危

険区域について、防止工事等の施工が

完了している区域を除く 

・浸水深３m未満の
浸水範囲が存在 

・浸水想定区域に
建物が広く分布 

高潮 

土砂 
・土砂災害特別警戒区域に建物が

立地 
・土砂災害警戒区域に建物が立地 

・最大浸水深３m 未満の
区域に建物が立地 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

（３）本庁南西地区 
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公共交通
（鉄道+バス徒歩圏）

医療施設
（病院+診療所徒歩圏）

市民集会施設
（800ｍ圏内）

子育て支援施設
（800ｍ圏内）

商業施設
（大規模小売店+スー

パー徒歩圏）

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約 97.1%です。 

・住居専用地域は約 20.2%、住居系用途地域は

約 14.6%であり、半分近くが工業系用途地域

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・西宮浜の住宅開発等による人口増加は落ち着

き、令和７年（2025 年）以降は人口増加の後、

横ばいとなり、令和 22 年（2040 年）には、

約６万人の推計となっています。 

・令和 22 年（2040 年）の 65 歳以上人口は、令

和２年の約1.3万人から約2.1万人と大きく

増加する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・都市機能を総合的にみると、ほぼ全ての生活

サービス機能が 100%のカバー率です。 

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

 
  H27 R22 

人口（人） 56,304 59,859 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
106.4 113.2 

 

項目 面積 割合 

本庁南西地区面積 545ha 100% 

 市街化区域面積 529ha 97.1% 

  住居専用系用途地域 107ha 20.2% 

  住居系用途地域 77ha 14.6% 

  商業系用途地域 99ha 18.7% 

  工業系用途地域 246ha 46.5% 

  市街化調整区域 16ha 2.9% 

資料：市資料 

545ha

本庁南西

地区面積

(100%)

住居専用系用途地域

107ha（20%）

住居系用途地域

77ha（15%）

商業系用途地域

99ha（18%）

工業系

用途地域

246ha（45%）

市街化調整区域

16ha（3%）

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 

8,645 8,137 7,012 6,873 6,594 6,519 6,405 

35,035 35,188 34,141 37,301 36,711 35,048 32,623 

10,190 12,972 12,799 
14,568 16,098 18,242 20,831 

441 7 1,235 

54,311 56,304 55,187 
58,742 59,403 59,809 59,859 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

西宮 

■災害ハザード 

・想定最大規模３m未満の区域が地区の大半を覆うが、２階以上の家屋は垂直避難が可能です。 

・津波による最大浸水深 2.0m 未満の区域に建物が立地しています。 

・高潮により、２階軒下までの水没が想定される区域があり、東西に通過する阪神本線が海岸部か

ら内陸部への避難のボトルネックとなるおそれがあります。 

・最大浸水深 2.0m
未満の区域に広く
建物が立地 

津波 

・３m 以上の浸水範囲が存
在ほとんどの範囲が高
潮第一発令エリア（国道
43 号以南）に指定 

・浸水想定区域に建物が
広く分布 

高潮 

・最大浸水深３m 未満の区域
が夙川、東川、洗戎川の沿
川に広がり、地区大半を覆
うおそれ 

・最大浸水深３m 未満の区域
に建物が立地 

・主な鉄道と交差する道路
にアンダーパスが存在 

洪水 

 

◇人口 
・人口増減は横ばいの地区であり、令和 22 年（2040 年）に約６万人の推計です。高齢化は 38%

まで進む反面、生産年齢人口や年少人口が減少する見込みです。中心市街地としての発展を

維持しつつ、居住地として高齢者にやさしいまちであり、若年・子育て世代が住み続けたく
なる地区としていくことが求められます。 

◇日常生活サービス 

・生活サービス機能は、ほぼ全ての機能が 100%近くのカバー率です。バス等の公共交通サービ
スの維持により暮らしの利便性を引き続き確保し、人口密度の維持を図ることが求められま
す。 

◇災害ハザード 
・武庫川をはじめ、夙川、東川、洗戎川による洪水や、高潮などの災害リスクが想定される地

区です。河川沿川や臨海部からの早期避難などの避難体制の強化などによるリスク回避が求

められます。 

課題のまとめ 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

高潮浸水想定区域（想定最大規模） 

津波浸水想定区域 

 N 

0          0.5            1km 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

（４）本庁南東地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0%
25%
50%
75%

100%

公共交通
（鉄道+バス徒歩圏）

医療施設
（病院+診療所徒歩圏）

市民集会施設
（800ｍ圏内）

子育て支援施設
（800ｍ圏内）

商業施設
（大規模小売店+スーパー徒歩

圏）

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約 97.8%で

す。 

・住居専用地域は約 6.9%、住居系用途地域は

約 40.5%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・令和２年（2020 年）をピークに、緩やかに

人口減少が進み、令和 22 年（2040 年）に

は、約 3.5 万人まで減少する推計となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・都市機能を総合的にみると、ほぼ全ての生

活サービス機能が 75%～100%のカバー率で

す。 

 

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

 
  H27 R22 

人口（人） 37,823 35,006 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
120.5 111.5 

 

項目 面積 割合 

本庁南東地区面積 321ha 100% 

 市街化区域面積 314ha 97.8% 

  住居専用系用途地域 22ha 6.9% 

  住居系用途地域 130ha 40.5% 

  商業系用途地域 64ha 19.9% 

  工業系用途地域 98ha 30.5% 

  市街化調整区域 7ha 2.2% 

資料：市資料 

321ha

本庁南東

地区面積

(100%)

住居専用系用途地域

107ha（6.9%）

住居系用途地域

77ha（40.5%）

商業系用途地域

99ha（19.9%）

工業系

用途地域

246ha（30.5%）

市街化調整区域

16ha（2.2%）

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 

4,636 4,796 4,820 4,658 4,096 3,673 3,501 

24,901 23,954 23,616 23,400 22,986 21,932 20,233 

7,475 9,057 9,430 9,503 9,815 10,407 
11,272 

294 16 1,107 

37,306 37,823 38,973 37,561 36,897 36,012 35,006 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■災害ハザード 

・想定最大規模３m未満の区域が地区の大半を覆うが、２階以上の家屋は垂直避難が可能です。 

・津波による最大浸水深 2.0m 未満の区域に建物が立地しています。 

・高潮により、２階軒下あるいは２階以上の水没が想定される区域があり、東西に通過する阪神本線

や JR東海道本線が海岸部から内陸部への避難のボトルネックとなるおそれがあります。 

 

 

◇人口 

・緩やかに人口減少が進み、令和 22 年（2040 年）には、約 3.5 万人まで減少する見込みです。高

齢化が進行し、生産年齢人口や年少人口の減少が予想されています。中心市街地としての発展

を維持しつつ、居住地として高齢者にやさしいまちであるとともに、若年・子育て世代が住み

続けたくなる地区としていくことが求められます。 

◇日常生活サービス 

・生活サービス機能は、ほぼ全ての機能が 100%近くのカバー率です。引き続き暮らしの利便性を

確保し、人口密度の維持を図ることが求められます。 

◇災害ハザード 

・武庫川、東川、津門川、新川沿川による洪水や、高潮などの災害リスクが想定される地区です。

河川沿川や臨海部からの早期避難などの避難体制の強化などによるリスク回避が求められま

す。 

課題のまとめ 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

高潮浸水想定区域（想定最大規模） 

津波浸水想定区域 

 N 

0           0.5              1km 

・３m以上の浸水範囲が
存在し、高潮第一発令
エリア（国道 43 号以
南）に指定 

・浸水想定区域に建物が
広く分布 

高潮 

・最大浸水深 2.0m 未満の区
域に建物が広く立地 

津波 

洪水 

・最大浸水深３m 未満の区域

が津門川沿いに広がり、ほ

ぼ地区全域を覆うおそれ

（３m以上が一部存在） 

・３m未満の区域に建物が立

地 

甲子園 
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第３章 地域・地区別の現状と課題 

（５）鳴尾地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0%

25%

50%

75%

100%

公共交通
（鉄道+バス徒歩圏）

医療施設
（病院+診療所徒歩

圏）

市民集会施設
（800ｍ圏内）

子育て支援施設
（800ｍ圏内）

商業施設
（大規模小売店+スー

パー徒歩圏）

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約 90.1％で

す。 

・住居専用地域は約 34.9％、住居系用途地域

は約 27.3%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・人口減少傾向が進み、令和２年（2020 年）

の約 9.4 万人が、令和 22年（2040 年）に

は、約 6.9 万人まで減少する推計となって

います。 

・令和 22 年（2040 年）の 65 歳以上人口は令

和２年の約 2.5 万人から約 2.9 万人と大

きく増加する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・ほぼ全ての生活サービス機能が 100%近い

カバー率です。 

 

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

 
  H27 R22 

人口（人） 96,055 69,881 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
111.7 81.3 

 

項目 面積 割合 

鳴尾地区面積 954ha 100% 

 市街化区域面積 860ha 90.1% 

  住居専用系用途地域 333ha 34.9% 

  住居系用途地域 260ha 27.3% 

  商業系用途地域 38ha 4.0% 

  工業系用途地域 229ha 24.0% 

  市街化調整区域 94ha 9.9% 

資料：市資料 

954ha

鳴尾地区

面積

(100%)

住居専用系用途地域

333ha（35%）

住居系用途地域

260ha（27%）商業系用途地域

38ha（4%）

工業系

用途地域

229ha（24%）

市街化調整区域

94ha（10%）

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 

13,626 12,370 11,298 9,025 7,703 6,682 5,940 

64,136 
58,388 55,387 

51,518 46,627 41,039 34,801 

20,287 
25,290 

25,134 
27,074 

27,615 
28,208 

29,140 

1,232 
7 1,965 

99,281 96,055 93,784 
87,617 

81,945 
75,929 

69,881 

0
10,000

20,000
30,000
40,000

50,000
60,000
70,000

80,000
90,000

100,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値
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■災害ハザード 

・想定最大規模３m未満（一部３m 以上）の区域が地区の大半を覆い、一部垂直避難が懸念されます。 
・建物流出率の高い津波最大浸水深 2.0m 以上の区域が存在します。2.0m 未満の区域には建物が立地

しています。 

・高潮により、２階軒下あるいは２階以上の水没が想定される区域があり、東西に通過する阪神本

線や JR 東海道本線が海岸部から内陸部への避難のボトルネックとなるおそれがあります。 

 
 

洪水 

・最大浸水深 2.0m 未満の
区域に広く建物が立地 

津波 

・３m以上の浸水範
囲が存在し、高潮
第一発令エリア
（国道 43号以
南）に指定 

・浸水想定区域に建
物が広く分布 

高潮 

・比較的建物流出率の高い最大浸水
深 2.0m 以上の区域が存在 

津波 

 

◇人口 

・人口減少が著しく、令和 22 年（2040 年）には、約 6.9 万人まで減少する見込みです。高齢化

の進展、生産年齢人口や年少人口の減少がいずれも進行します。中心市街地としての発展を維

持しつつ、居住地として高齢者にやさしいまちであり、若年・子育て世代が住み続けたくなる

地区としていくことが求められます。 

◇日常生活サービス 

・生活サービス機能は、ほぼ全ての機能が 100%近くのカバー率です。引き続き暮らしの利便性を

確保し、人口密度の維持を図ることが求められます。 

◇災害ハザード 

・武庫川による洪水、高潮などの災害リスクが想定される地区です。河川沿川や臨海部からの早

期避難などの避難体制の強化などによるリスク回避が求められます。 

課題のまとめ 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

高潮浸水想定区域（想定最大規模） 

津波浸水想定区域 

 N 

0       0.5     1km 

・最大浸水深３m 未満の
区域が武庫川や新川
沿いに広がり、ほぼ地
区全域を覆う恐れ 

・想定最大規模３m 未満
（一部３m 以上）の区
域に建物が立地 

 

甲子園 
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（６）瓦木地区 
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75%

100%

公共交通

（鉄道+バス徒歩圏）

医療施設

（病院+診療所徒歩

圏）

市民集会施設

（800ｍ圏内）

子育て支援施設

（800ｍ圏内）

商業施設

（大規模小売店+スー

パー徒歩圏）

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約 93.9%で

す。 

・住居専用地域は約 59.2%、住居系用途地域

は約 15.1%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・緩やかに人口増加が進み、令和17年（2035

年）に約 7.8 万人とピークを迎え、その

後は横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・生活サービス機能はほぼ 100%近いカバー

率です。 

 

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

 
  H27 R22 

人口（人） 75,570 78,247 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
147.9 153.1 

 

項目 面積 割合 

瓦木地区面積 544ha 100% 

 市街化区域面積 511ha 93.9% 

  住居専用系用途地域 322ha 59.2% 

  住居系用途地域 82ha 15.1% 

  商業系用途地域 57ha 10.5% 

  工業系用途地域 50ha 9.2% 

  市街化調整区域 33ha 6.1% 

資料：市資料 

544ha

瓦木地区

面積

(100%)

住居専用系用途地域

322ha（59%）

住居系用途地域

82ha（15%）

商業系用途地域

57ha（11%）

工業系

用途地域

50ha（9%）

市街化調整区域

33ha（6%）

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 

11,235 11,456 11,249 10,440 9,781 9,562 9,703 

49,045 48,513 47,846 50,017 49,608 47,731 44,757 

12,088 15,602 15,562 17,452 18,858 21,083 23,787 
947 1,911 

73,315 75,570 76,568 77,909 78,247 78,376 78,247 
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80,000

90,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値
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阪
急
今
津
線 

■災害ハザード 
・想定最大規模３m 未満の区域が地区の大半を覆い、２階以上の家屋は垂直避難が可能です。武庫川

沿川には一部３m以上の区域が想定され、垂直避難が懸念されます。 

・高潮により、２階軒下までの水没が想定される区域があり、東西に通過する JR 東海道本線が海岸

部から内陸部への避難のボトルネックとなるおそれがあります。 
 
 

 

◇人口 

・人口増加局面の地区であり、令和 17年（2035 年）に約 7.9 万人とピークを迎え、その後は横

ばいで推移します。令和 17 年（2035 年）のピーク後、高齢化が急速に進む見込みです。居住

地として高齢者のくらしやすいまちづくりへの準備とともに、若年・子育て世代が継続して住

み続けたくなる地区とすることが求められます。 

◇日常生活サービス 

・生活サービス機能は、ほぼ全ての機能が 100%近くのカバー率です。引き続き公共交通の維持を

図り、暮らしの利便性を確保することで人口密度の維持を図ることが求められます。 

◇災害ハザード 

・武庫川による洪水、高潮などの災害リスクが想定される地区です。武庫川沿川や臨海部からの

早期避難などの避難体制の強化などによるリスク回避が求められます。 

課題のまとめ 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

高潮浸水想定区域（想定最大規模）

 N 

0                          0.5                            1km 

武庫川 

阪急神戸本線 

JR 東海道本線 

西宮北口 

・浸水深３m 以上の
浸水範囲が存在 

・浸水想定区域に建
物が分布 

高潮 

洪水 
・最大浸水深３m未満の区域が

武庫川沿いに広がり、ほぼ
地区全域を覆うおそれ（３m
以上が一部存在） 

・最大浸水深３m 未満（一部３
m 以上）の区域に建物が立地 
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（７）甲東地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0%
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100%

公共交通

（鉄道+バス徒歩圏）

医療施設

（病院+診療所徒歩

圏）

市民集会施設

（800ｍ圏内）

子育て支援施設

（800ｍ圏内）

商業施設

（大規模小売店+スー

パー徒歩圏）

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約 70.9%で

す。 

・住居専用地域は約 62.4%、住居系用途地域

は約 6.3%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・これまでの人口増加は令和２年（2020 年）

にピークを迎え、今後は、緩やかに人口減

少が進み、令和 22年（2040 年）には、約

6.5 万人まで減少する推計となっていま

す。 

・大学が立地することから、比較的若い世代

の人口が多い地区ですが、今後は、65 歳

以上の人口が増加する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・ほぼ全ての生活サービス機能が 100%近い

カバー率です。 

・公共交通機能は、鉄道駅及びバス停で相互

を補い、地区の 75%以上をカバーしていま

す。 

・商業機能は、大規模小売店及びスーパーで

相互を補い、地区の 75%以上をカバーして

います。 

・市民集会施設も 100%近いカバー率となっ

ています。 

 

 
  H27 R22 

人口（人） 68,072 64,647 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
109.1 103.6 

 

項目 面積 割合 

甲東地区面積 880ha 100% 

 市街化区域面積 624ha 70.9% 

  住居専用系用途地域 549ha 62.4% 

  住居系用途地域 55ha 6.3% 

  商業系用途地域 13ha 1.5% 

  工業系用途地域 7ha 0.8% 

  市街化調整区域 256ha 29.1% 

 

880ha

甲東地区

面積

(100%)

住居専用系用途地域

549ha（62.4%）

住居系用途地域

55ha（6.3%）

商業系用途地域

13ha（1.5%）

工業系

用途地域

7ha（0.8%）

市街化調整区域

256ha（29.1%）

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 

10,854 10,136 9,827 9,077 8,549 8,196 7,887 

43,423 43,061 41,404 42,861 40,996 38,008 34,521 

12,307 14,874 14,848 16,312 17,771 
19,896 

22,239 

388 1 2,509 

66,972 68,072 68,588 68,250 67,316 66,100 64,647 

0
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70,000

80,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値
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■災害ハザード 
・想定最大規模３m未満の区域が地区の大半を覆います。武庫川沿川には一部３m 以上の区域が想定

され、垂直避難が懸念されます。 

・土砂災害特別警戒区域に建物が立地しており、災害時の安全が懸念されます。 
 

土砂 
・土砂災害特別警戒区域に建

物が立地 
・土砂災害警戒区域に建物が

立地 

洪水 
・最大浸水深３m 未満の区域が

武庫川沿いに広がり、ほぼ
地区全域を覆うおそれ（３m
以上が一部存在） 

・最大浸水深３m 未満（一部３
m 以上）の区域に建物が立地 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

土砂災害警戒区域等 

 N 

0       0.5       1km 

 

◇人口 
・緩やかに人口減少が進み、令和 22 年（2040 年）には、約 6.4 万人まで減少する見込みです。

比較的、若年層が多く、継続して住み続けたくなる地区とするとともに、高齢者などの暮らし
やすいまちとすることが求められます。 

◇日常生活サービス 
・生活サービス機能は、概ね地区の 75%以上をカバーしています。引き続き生活サービス機能の

維持を図り、暮らしの利便性を確保することで人口密度の維持を図ることが求められます。 
◇災害ハザード 

・武庫川による洪水などの災害リスクが想定される地区です。また、山麓などには土砂災害リス

クなどが存在する地区です。必要に応じた立地誘導等や避難体制の強化などによるリスク回避

が求められます。 

 

課題のまとめ 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危険

区域について、防止工事等の施工が完了し

ている区域を除く 
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（８）塩瀬地区 
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公共交通

（鉄道+バス徒歩圏）

医療施設

（病院+診療所徒歩

圏）

市民集会施設

（800ｍ圏内）

子育て支援施設

（800ｍ圏内）

商業施設

（大規模小売店+スー

パー徒歩圏）

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約 29.5%で

す。 

・住居専用地域は約 25.6%、住居系用途地域

は約 2.9%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・大規模な開発や区画整理等による急激な

人口増加も平成 22 年（2010 年）に約 2.8

万人のピークを迎え、その後、令和 22 年

（2040 年）には、約２万人まで減少する推

計となっています。 

・令和 22 年（2040 年）の 65 歳以上人口は

令和 2 年の約 7.5 千人から約 9.5 千人と

大きく増加する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・山間部の地形的制約により、商業系機能及

び市民集会施設等のコミュニティ機能は

50%程度のカバー率です。 

・公共交通機能は、鉄道駅及びバス停で相互

を補い、地区の 75%以上をカバーしていま

す。 

・医療機能は、病院と診療所を合わせた総合

的なカバー率は、ほぼ地区をカバーしてい

ます。 

 

 
  H27 R22 

人口（人） 26,901 20,437 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
37.0 28.1 

項目 面積 割合 

塩瀬地区面積 2464ha 100% 

 市街化区域面積 727ha 29.5% 

  住居専用系用途地域 630ha 25.6% 

  住居系用途地域 71ha 2.9% 

  商業系用途地域 11ha 0.4% 

  工業系用途地域 15ha 0.6% 

  市街化調整区域 1737ha 70.5% 

資料：市資料 

2464ha

塩瀬地区

面積

(100%)

住居専用系用途地域

630ha（25.6%）

住居系用途地域

71ha（2.9%）

商業系

用途地域

11ha（0.4%）工業系

用途地域

15ha（0.6%）

市街化調整区域

1737ha（70.5%）

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 

4,647 3,921 3,140 2,482 2,234 2,072 1,860 

17,493 
16,091 

15,111 14,445 12,914 11,045 
9,074 

5,294 
6,881 

7,492 
7,893 

8,373 
8,929 

9,503 

105 
8 115 

27,539 26,901 25,858 24,820 
23,521 

22,046 
20,437 

0

10,000

20,000

30,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値
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■災害ハザード 
・想定最大規模３m未満（一部３m以上）の区域が武庫川及び名塩川沿川に想定され、一部垂直避難

が懸念されます。 

・土砂災害特別警戒区域が想定され、一部の建物で災害時の安全が懸念されます。 
 

 N ・土砂災害特別警戒区域に建
物が立地 

・土砂災害警戒区域内に緊急
輸送道路が存在 

土砂 

・土砂災害警戒区域
に建物が立地 

土砂 

0     0.5    1km 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

土砂災害警戒区域等 

 

◇人口 

・平成 22 年（2010 年）に約 2.8 万人のピークを迎え、その後、令和 22 年（2040 年）に約２万

人まで急速に減少する見込みです。特に高齢化が著しく、令和 22 年（2040 年）には 48.9%ま

で進みます。今後は高齢者などが健康で暮らしやすいまちとすることが求められます。 

◇日常生活サービス 

・武庫川、名塩川沿いの山間部に開発が進んだ地区です。山間部にあって、すべての生活サービ

ス機能が十分とはならないが、公共交通や医療施設などの暮らしの維持に必要な機能は 75%を

超えています。これらの機能の維持を図り、暮らしの利便性を確保することが求められます。 

◇災害ハザード 

・武庫川、名塩川による洪水などの災害リスクが想定される地区です。また、山麓などには土砂

災害リスクなどが存在する地区です。必要に応じた立地誘導等や避難体制の強化などによるリ

スク回避が求められます。 

課題のまとめ 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危

険区域について、防止工事等の施工が

完了している区域を除く 
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（９）山口地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0%

25%

50%

75%

100%

公共交通

（鉄道+バス徒歩圏）

医療施設

（病院+診療所徒歩

圏）

市民集会施設

（800ｍ圏内）

子育て支援施設

（800ｍ圏内）

商業施設

（大規模小売店+スー

パー徒歩圏）

生活サービス施設の人口カバー率（令和２年） 

■土地利用 

・市街化区域面積は地区面積の約24.7%です。 

・住居専用地域は約 17.2%、住居系用途地域

は約 2.1%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口 

・令和２年（2020 年）から令和 22 年（2040

年）で約４千減少し、約 1.3 万人となる推

計です。 

・令和 22 年（2040 年）の 15～64 歳人口は令

和２年の約 9.5 千人から約 6.9 千人と減少

する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービス 

・山間部の地形的制約により、ほとんどの生

活サービス機能が 50%を超える程度のカバ

ー率となっています。 

・公共交通機能は、鉄道駅がないものの、バ

ス停で機能を補い、地区の 75%程度をカバ

ーしています。 

・医療機能は、病院と診療所を合わせた総合

的なカバー率は、ほぼ地区をカバーしてい

ます。 

 

 
  H27 R22 

人口（人） 17,533 13,439 

市街化区域人口密度 

（人/ha） 
29.8 22.9 

項目 面積 割合 

山口地区面積 2379ha 100% 

 市街化区域面積 588ha 24.7% 

  住居専用系用途地域 409ha 17.2% 

  住居系用途地域 50ha 2.1% 

  商業系用途地域 5ha 0.2% 

  工業系用途地域 124ha 5.2% 

  市街化調整区域 1791ha 75.3% 

資料：市資料 

2379ha

山口地区

面積, 

(100%)

住居専用系用途地域

409ha（17%）

住居系用途地域

50ha（2%）

工業系

用途地域

124ha（5%）
市街化調整区域

1791ha（76%）

資料：平成 22 年、27 年、令和２年は国勢調査 

令和７年、12 年、17 年、22 年は市資料 

年齢３区分の将来推計 

2,468 2,123 1,853 1,840 1,690 1,507 1,317 

11,458 
10,500 9,514 9,009 8,359 7,672 6,908 

4,065 
4,910 

5,291 5,295 
5,316 

5,286 
5,214 

121 
288 

18,112 17,533 16,946 16,144 15,365 
14,465 

13,439 

0

10,000

20,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

〜15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年齢「不詳」 合計

実績値 推計値
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■災害ハザード 
・想定最大規模３m 未満（一部３m 以上）の区域が船坂川の一部及び有馬川沿いに想定され、一部垂

直避難が懸念されます。 
・土砂災害特別警戒区域が想定され、一部の建物で災害時の安全が懸念されます。 
 

・最大浸水深３m未満の区
域（一部３m 以上）が船
坂川の一部及び有馬川
沿いに存在 

・船坂川沿いの３m以上の
区域に建物が立地 

洪水 

・土砂災害特別警戒区域に
建物が立地 

・土砂災害警戒区域に建物
が立地 

土砂 

 

◇人口 

・急激な人口減少となり、令和 22 年（2040 年）に約 1.3 万人となる見込みです。特に高齢化が

著しく、令和 22年（2040 年）には 44.7%まで進みます。今後は高齢者などが健康で暮らしやす

いまちとすることが求められます。 

◇日常生活サービス 

・有馬川沿川などに発達した地区です。山間部にあった、すべての生活サービス機能が十分とは

ならないが、公共交通や医療施設などの暮らしの維持に必要な機能は 75%程度を維持していま

す。今後もこれらの機能の維持を図り、暮らしの利便性を確保することが求められます。 

◇災害ハザード 

・船坂川や有馬川による洪水などの災害リスクが想定される地区です。また、山麓などには土砂

災害リスクなどが存在する地区です。必要に応じた立地誘導等や避難体制の強化などによるリ

スク回避が求められます。 

課題のまとめ 

凡例 

洪水浸水想定区域（想定最大規模降雨） 

土砂災害警戒区域等 

 N 

0    0.5   1km 

※地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危

険区域について、防止工事等の施工が

完了している区域を除く 
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５．地域・地区別の現況と課題                                 

 

 

 

＜人口動向＞ 

・北部地域における令和２年（2020 年）の人口は、平成 27 年（2015 年）と比較すると、山口、塩瀬

両地区において人口減少しており、今後も人口減少が続く見通しとなっています。 

・南部地域における令和２年（2020 年）の人口は、平成 27 年（2015 年）と比較すると、鳴尾地区、

本庁北西地区、本庁南西地区の３地区では人口が減少していますが、一定の人口密度は維持される

見通しとなっています。 

・いずれの地区においても、少子高齢化の傾向は続く見通しとなっています。 

＜日常生活サービス＞ 

・北部地域は、公共交通の人口カバー率については、比較的高くなっているものの、医療・商業・子

育て支援などの生活サービス機能の人口カバー率は、南部地域と比べると低くなっています。 

・南部地域においては、地区ごとに、人口カバー率のばらつきがみられるものの、いずれの項目も高

い水準となっています。 

＜災害ハザード＞ 

・災害ハザードについては、主に山間部（北部地域及び南部地域の阪急神戸線以北かつ阪急今津線以

西）と平野部（山間部以外）において、災害リスクの種類が大きく異なっています。 

・山間部では、土砂災害系の災害リスクが高く、災害時において緊急輸送道路など避難路の通行機能

の確保が重要となります。また、一部河川区域沿いにおいては、洪水の災害リスクもあります。 

・平野部では、洪水や高潮、津波といった水災害系の災害リスクが高く、各災害ハザードに応じた対

策が必要となります。 

・水災害においては、南部地域だけでなく、北部地域も含めた市内の広範囲において浸水が想定され

ており、人口密度が高い地域が多く含まれています。 

 

 

 

・北部地域においては、今後も人口減少が見込まれる中、引き続き生活利便性を確保するため、市内

だけでなく隣接する神戸市、宝塚市などの生活サービス施設が多く立地する市外の拠点への交通

アクセスも含めた取組を推進する必要があります。 

・南部地域においては、地区によっては、人口減少が見込まれるものの、一定の人口密度が維持され

る見通しとなっており、引き続き高い生活利便性を維持するとともに、居住環境の特性に応じた誘

導を行っていく必要があります。 

・土砂災害のリスクについては、各種ハザードのリスクや市街地の整備状況を踏まえつつ、災害リス

クの回避、低減対策について検討します。 

・水害のリスクについては、都市基盤が整備された高密度な市街地においても、広く浸水想定区域に

指定されていることから、ソフト・ハードの両面で、災害リスクの低減に向けた取組を推進するこ

とにより、引き続き市街地として維持していくこととします。 

 

 

今後取り組むべき地域・地区別の現状・課題 

立地適正化計画により取り組むべき課題への対応 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第４章 立地の適正化に関する 

基本的な方針 
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第４章 立地の適正化に関する基本的な方針 

第４章 立地の適正化に関する基本的な方針 

 
 

１．都市づくりのターゲット                                  

 前章までの、都市構造の分析結果などを踏まえ、都市の現状や今後の課題を取りまとめ、本市の目指

すべき都市づくりの主要課題を以下に示します。 
 
 

 
 
 
  １．公共施設の集約・再編 
  ２．市街化区域外縁部における新たな居住地の拡大の抑制 
 
 
 

１．鉄道駅等の拠点の維持、交通ネットワークの維持・強化 
  ２．拠点形成に必要な施設の維持・誘導 
  ３．既存ストックの有効活用 
  ４．良好な居住環境の保全 
 
 
 

１．地域や地区の特性を活かしたまちづくり 
  ２．地域や地区の課題に対応した施策 
 
 
 

１．災害に強い都市づくり 
２．防災・減災に向けたまちづくり 

 
 
 

１． 拠点となる都市空間の再生整備 
２． オープンスペースの整備等によるウォーカブルで魅力ある都市づくり 
３． 文教・スポーツ拠点を活かした都市づくり 

  

Ⅰ．持続可能な都市の構築 

Ⅱ．人口減少・高齢化等の人口構造の変化への対応（コンパクトな都市構造への対応） 

Ⅲ．地域・地区ごとの課題への対応 

Ⅳ．激甚化する災害への対応 

Ⅴ．都市の魅力の更なる向上 

＜都市づくりの主要課題＞ 
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２．都市空間形成の方針                                   

 

本市では、前章の都市構造分析等により明らかとなった都市づくり主要課題に対応するため、都

市の活力の維持や持続可能な都市経営に取り組むとともに、地域ごとの特性を活かしながら、人

口密度、生活利便性の確保や激甚化する災害への対応などに努め、魅力的な拠点の形成と交通ネ

ットワークが充実したコンパクトな都市づくりを推進します。 
本方針は、「西宮市都市計画マスタープラン」に基づき、今後の都市づくりの主要課題や方向性

を踏まえ、都市の軸や拠点等を示すものです。次頁の図は、都市軸や拠点等を空間的かつ概念的

に示しています。 
 

都市核及び地域核 

○阪神西宮駅・JR西宮駅周辺及び阪急西宮北口駅周辺を、引き続き都市核として位置づけ、行 

政、商業・業務機能や教育・文化、医療・福祉等の複合的な機能が集積する拠点として、都市 

機能の整備・誘導や交通結節機能の向上を図ります。 

○主要な鉄道駅等を中心とする商業地等を、地域核と位置づけ、商業、医療・福祉等の日常生活 

 拠点として、都市機能の誘導に努めます。 

○阪神甲子園駅周辺は、隣接するスポーツ・レクリエーション拠点と連携を図りながら、広域的 

 商業機能をあわせもつ地域核と位置づけ、都市機能の誘導に努めます。 

 

都市軸及び生活交通軸 

○主要幹線道路及びその沿道を都市軸と位置づけ、都市機能の向上・充実を図ります。 

○住宅地等から都市核や主要な地域核・市外拠点などへの主な移動経路及びその沿道を生活交通 

 軸と位置づけ、市民の日常的な活動を支える交通機能の充実を図ります。また、臨海部におい 

 ては、各埋立地の特徴を活かして産業集積、緑地・レクリエーション機能の充実を図ります。 

 

水と緑の軸 

○六甲山系や自然海浜、河川敷緑地など、豊かな自然環境が連続するゾーンを水と緑の軸と位置 

 づけ、これらの自然条件を活かし、ゆとりと潤いあるまちなみの形成に努めます。 

 

文教拠点 

○大学が集積するエリアを文教拠点と位置づけ、教育環境の保全を図ります。 

○周辺との調和や景観に配慮しつつ、大学等の施設更新にあわせた一体的な都市づくりが進めら

れる場合には、都市計画など、都市づくりの諸制度の機動的な運用を検討します。 

 

スポーツ・レクリエーション拠点 

○広域的に多くの人が利用する運動公園やスポーツ施設周辺を、スポーツ・レクリエーション拠 

 点と位置づけ、機能の充実等を図ります。 
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資料：西宮市都市計画マスタープラン（平成 29 年３月） 

将来都市構造図 
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第４章 立地の適正化に関する基本的な方針 

３．立地の適正化に関する基本的な方針                           

  

（１）基本理念 

 

本市の文教住宅都市としての特性を踏まえた上で、立地適正化計画の基本的な考え方に基づき、

「西宮市立地適正化計画」の基本理念を以下の通りとします。 
  
 
 
（２）基本的な方針 

 

１）持続可能でコンパクトな都市の形成 

本市の財政は、今後の少子高齢化の進行等により、厳しい状況が続く見通しとなっていることか

ら、持続可能な都市経営を維持するため、公共施設の集約化や再編、有効活用を検討します。 
都市施設の維持・リニューアルにあたっては、新たに創設された認可みなし制度を活用するなど、

都市計画税の活用を検討します。 
また、コンパクトな都市構造を維持するため、新たな市街化区域への編入は行いません。 

 
２）誰もが暮らしやすい都市空間の維持・誘導 

①都市計画マスタープランに基づく拠点形成 

本市の拠点となる都市核周辺では、利便性や快適性などをさらに高めていくため、市役所本庁舎

などの官公署、文化施設（図書館、ホール）等の広域的な利用が見込まれる「拠点集約型施設」の

維持・誘導に努めます。地域核等の周辺では、支所などの行政サービス施設や文化施設等の地域の

拠点に必要な「拠点集約型施設」の維持・誘導に努めます。 
また、一定の人口密度が保たれている本市の特性を踏まえ、人口密度を適切に維持するために、

居住を誘導する区域全域において、スーパーマーケット、診療所等の日常生活に必要な身近な施設

の維持・誘導に努めます。 
 

②「コンパクト・プラス・ネットワーク」に基づく交通機能の強化 

「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方に基づき、バス路線の強化・再編や都市計画道

路の整備等により、拠点へのアクセス性や速達性・効率性の向上に努めます。また、鉄道駅周辺で

は、駅前広場の整備・改良など、他の交通機関との乗り継ぎの利便性の向上に努めます。 
北部地域においては、山口地区と南部市街地を直接連絡する「さくらやまなみバス」の持続可能

な運行を目指します。また、地域内交通の充実や隣接市の拠点を結ぶ交通の充実、都市計画道路の

整備など、公共交通の充実等による生活利便性の向上に努めます。 

南部地域においては、都市計画道路の整備や交通結節機能の強化等により、公共交通の充実や持

続可能な交通ネットワークの形成を図るとともに、都市核周辺では、交通結節機能と生活サービス

機能をあわせ持つ魅力的な中心拠点の形成を促進します。また、新たに駅等の都市の拠点が整備さ

れる際には、拠点へのアクセス性の向上に努めます。 

地域の魅力を活かした誰もが暮らしやすいコンパクトなまち 
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３）地域の特性を活かした市街地の維持・誘導 
北部地域においては、人口減少が見込まれることから、一定のエリアにおいて居住を誘導し、人口密

度の維持に努めるとともに、既存の住宅ストックの有効活用や周辺都市との連携による生活サービス機

能の確保等により、持続可能な市街地環境の保全に努めます。 
南部地域においては、今後も一定規模以上の人口密度は確保される見通しですが、地区ごとに、人口

推計の傾向が異なることから、地区の特性を踏まえ、良好な市街地環境の確保に努めます。 
 
４）安全な都市づくりの推進 

①災害に強い都市づくりの推進 

コンパクトで安全な都市づくりを推進するため、災害リスクの分析を行い、居住誘導区域の見直しを

行い、区域内に残存する災害リスクに対しては、計画的かつ必要な防災・減災対策に努めます。また、

区域区分や防火・準防火地域などの制度を適切に運用し、災害に強い市街地の形成のための土地利用の

規制・誘導に努めます。 
「西宮市国土強靱化地域計画」や関連する部門別計画と連携を図りながら、災害時の復旧・復興活動

を支える広域幹線道路等の整備や、避難経路や避難場所となる施設（道路、公園、学校など）の改修を

進めることにより、災害に強い市街地の形成に努めます。 
 

②防災・減災まちづくりの推進 

「西宮市地域防災計画」と連携を図りながら、津波避難ビル等の避難場所の確保、災害情報の周知広

報の充実、各地域における防災・減災の取組への支援を進めるなど、ハード対策だけでなくソフト対策

を適切に組み合わせ、効果的な防災・減災対策の推進に努めます。 
また、避難行動要支援者の個別避難計画や地区防災計画の策定を推進することにより、防災意識の向

上や災害発生時の安全確保に努めます。 
 
５）西宮らしい魅力的な都市づくりの推進 

①ウォーカブルな空間の形成 

既存の道路など公共施設を再整備する際は、歩行者が「居心地が良く歩きたくなるまちなか」を創出

するよう努めます。また、市役所本庁舎周辺等の都市核周辺の中心拠点においては、まちなかにおける

空間の多様な利活用を促進するため、官民が連携し、民間空地等と公共空間を一体とした面的に多様な

オープンスペースを創出するよう努めます。 

②文教・スポーツ施設を活かした都市づくり 

大学のまちとして西宮の魅力を高めるため、甲東地区や鳴尾地区に位置付けられている文教拠点など

においては、大学の更新等と連携した都市計画制度の機動的な運用を検討します。 
スポーツ・レクリエーション拠点である、阪神甲子園球場や浜甲子園運動公園（鳴尾浜公園）周辺に

おいては、スポーツ・レクリエーション施設と連携した拠点の形成に努めます。西宮中央運動公園周辺

においては、公園全体の再整備に合わせて、スポーツ・レクリエーション機能だけでなく地域防災拠点

としての機能充実も図ります。 
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４．立地適正化計画における誘導区域の考え方                       

 

（１）居住・都市機能を誘導する区域の考え方 

○居住誘導区域 
人口減少の中にあっても、一定エリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サー

ビス施設やコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域のことです。 
○都市機能誘導区域 

医療・福祉・商業等の都市機能を都市の拠点に誘導し集約することにより、これらの各種

サービスの効率的な提供を図る区域のことです。 
都市機能誘導区域ごとに、立地を誘導すべき「誘導施設」を設定します。 

 
（２）本市における居住誘導の考え方 

本市における居住誘導の考え方は、下表の通りとなります。 
市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域として指定され、建築行為等が制限されてお

り、原則、新たな建築行為等ができません。立地適正化計画では、「都市再生特別措置法」に

より、市街化調整区域を居住誘導区域とすることはできません。 
市街化区域は、計画的に市街化すべき区域として指定され、地域の特性に応じた市街地が

形成されています。立地適正化計画では、市街化区域内のうち、人口減少の中にあっても、

診療所やスーパーなどの生活サービス施設等が持続的に確保されるよう、一定以上の人口密

度を維持するためのエリアを「居住誘導区域」に設定します。 
なお、居住誘導区域外においても住宅地が含まれる場合がありますが、現状の住宅地にお

ける建替えや新築を妨げるものではなく、引き続き、居住することが可能です。 
 

本市における居住誘導の考え方 

区  分 区域の位置づけ 

市 

街 

化 

区 

域 
 
 

居住誘導区域 

人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口

密度を維持することにより、生活サービス施設等が

持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域 

居住誘導区域外 
現状の市街地環境を保全しつつ、一定規模以上の

新たな宅地開発や住宅建築を誘導しない区域 

市街化調整区域 

   （居住誘導区域外） 

市街化を抑制する区域 

原則、あらたな建築行為等ができません。 
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５．居住誘導区域の設定方針                                 

 

・本市において、居住誘導区域は、都市核、地域核等の中心部に徒歩・自転車等を介して容易にアク

セスすることのできる区域、及び鉄道駅、バス停の徒歩圏から構成される区域に設定します。 

・地域の人口構成、居住環境、生活サービス施設の立地状況等の市街地特性や今後の土地利用方針な

どを踏まえて、居住誘導区域を４つの区域に分けて設定します。 

北部地域の低層住宅地や農住共存地を中心として居住を誘導する「環境調和型居住区域」、南部地

域山ろく部・丘陵部の低層住宅地や中低層住宅地を中心として居住を誘導する「低層居住区域」、

中低層住宅地や中高層住宅地を中心として居住を誘導する「中低層居住区域」、南部地域内陸部・

臨海部の都市型住宅地や中高層住宅地を中心として居住を誘導する「都市型居住区域」とします。 

・比較的低い人口密度の「環境調和型居住区域」、「低層居住区域」では、敷地規模などまちづくりの

ルールを保持し、良質な居住環境を保全していくなど、人口密度の維持に努めます。 

人口や建築密度が高い「都市型居住区域」、「中低層居住区域」では、利便性の高い立地条件を活か

しながら、都市型住宅等を誘導し、安全で快適な居住環境を確保していくなど、人口密度の適切な

維持に努めます。 

・産業に特化した区域や住宅開発の見込みが少ない区域等は、居住誘導区域に含まないものとします。 

・土砂災害のリスクが高い区域については、市街地の整備状況や防止工事の施工状況などを踏まえつ

つ、居住誘導区域を設定します。 

    ・水害のリスクが高い地域の中には、都市基盤が整備された高密度な市街地も広く含まれていますが、

災害の危険性の高い区域においては、ソフト・ハードの両面で、災害リスクの低減に向けた対策を

行うことで、人口密度の適切な維持に努めます。 

 

本市における居住誘導区域の設定方針 

居住誘導区域の区分 土地利用方針 区域設定の考え方 人口密度の目安 

環境調和型居住区域 

（北部地域） 

農住共存地 低密度な人口を維持し、

緑豊かな居住環境を保全す

る。 

40～60 人/ha 以上 

低層住宅地 

低層居住区域 

（南部地域山ろく部・丘陵部） 

低密度な人口を維持し、

ゆとりある居住環境を保全

する。 

60～80 人/ha 以上 

中低層住宅地 

中低層居住区域 

（南部地域内陸部・臨海部） 

中密度な人口を維持し、

安全で快適な居住環境を形

成する。 

80～100 人/ha 以上 

中高層住宅地  

都市型居住区域 

（南部地域内陸部・臨海部） 

高密度な人口を適切に誘

導し、安全で快適な居住環

境を形成する。 

100 人/ha 以上 
都市型住宅地 等 

※人口密度の目安は、都市計画運用指針の市街化区域内の住宅用地の基準を参考に設定 
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居住誘導区域の方針図 
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第４章 立地の適正化に関する基本的な方針 

６．都市機能誘導区域・誘導施設の設定方針                            

 

第５次西宮市総合計画や西宮市都市計画マスタープランの将来都市構造図を踏まえ、都市機能 

を誘導するため、都市機能誘導区域及び誘導施設を設定します。 

 

（１）都市機能誘導区域の設定方針 

・鉄道駅に近い商業・業務などが集積した都市機能の充実した区域であり、周辺からも公共交通

によるアクセスが便利な都市核、地域核等を中心とし、徒歩等で容易に移動できる範囲に区域

を設定します。 

・都市機能誘導区域については、複合的な都市機能が集積し、市民生活や都市活動の拠点となる

都市核等周辺を「都市拠点形成区域」、商業、医療・福祉等の日常生活の拠点となる地域核等周

辺を「地域拠点形成区域」とします。 

・「都市拠点形成区域」は、都市核の中心となる鉄道駅から概ね半径１ｋm を範囲内に設定します。

「地域拠点形成区域」は、地域核等の中心から概ね半径 800ｍの範囲内に設定します。 

・上記区域のほか、市街地の集積状況や公共交通（鉄道・バス路線）の整備状況等を勘案して区域

設定を検討します。 

 

 

本市における都市機能誘導区域の設定方針 

区分 土地利用方針 
区域設定の 

考え方 
拠点の考え方 

都市拠点形成区域 
商業・業務地 
近隣型商業地 

等 

都市核等の中
心から概ね半
径１kmの範囲内
の区域を基本 

都市核等の複合的な機能が集積したり、広
域的な商業機能をあわせもつような都市の
骨格となる拠点 
 

地域拠点形成区域 
近隣型商業地 

等 

地域核等の中
心から概ね半
径 800ｍの範囲
内の区域を基本 

地域核等の主要な鉄道駅等を中心とする、
商業・医療・福祉等の日常生活の拠点 

※北部地域については、市外の拠点との連携も考慮しながら区域を設定します   
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（２）誘導施設の設定方針 

都市サービスを提供する医療、福祉、商業施設は、利用人口により機能や規模が変わります。高規

格な機能・規模を有し、全市的に利用者が集まる拠点施設や、地区における拠点となる施設を「拠点

集約型施設」、市内各所での身近な日常生活を支えるサービスを提供する施設を「日常生活サービス

施設」として、都市機能誘導区域の区分にそれぞれの誘導施設の設定方針を示します。 

・本市の文教住宅都市等としての特性を考慮し、暮らしを支える行政サービス施設や医療施設ととも

に、西宮らしさを創出してきた大学や文化施設、スポーツ拠点施設等の立地を維持・誘導します。 
・「都市拠点形成区域」では、「広域的な利用が見込まれる拠点集約型施設」を誘導施設として位置づ

け、施設の維持・誘導に努めます。 
・「地域拠点形成区域」では、各地域の人口構成、生活サービス施設の充足状況等を考慮し、鉄道駅

周辺等の「地域拠点に必要な拠点集約型施設」を誘導施設として位置づけ、施設の維持・誘導を図

ります。 
・市街化区域の広範囲において、高い人口密度が保たれている本市の特性を踏まえ、診療所、スーパ

ーなどの身近な日常生活に必要な施設については、拠点に集約する誘導施設として位置づけずに、

居住地において適宜配置されることが望ましい「日常生活サービス施設」とします。 
 

 

本市における誘導施設の設定方針 

誘導区域の区分 施設機能の考え方 施設の分類 

都
市
機
能
誘
導
区
域 

都市拠点形成区域 

（南部地域） 
広域的な利用が見込まれる施設 

拠点集約型施設 

（誘導施設に設定） 
地域拠点形成区域 

（北部地域、南部地域） 
地域拠点等において必要な施設 

居
住
誘
導
区
域 

身近な日常生活に必要な施設 

日常生活サービス 
施設 

（居住誘導区域内に適

宜配置されることが

望ましい施設） 

 


